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慢性腎臓病（CKD）に対する全国での普及啓発の推進、 

地域における診療連携体制構築を介した医療への貢献 

 
研究代表者：伊藤孝史 島根大学・医学部附属病院・准教授 

 
研究要旨 
腎疾患対策検討会報告書に示されている全体目標を達成するため、本研究では、1）CKD 普及啓発活動の実態

調査、2）市民公開講座などの啓発活動の支援、3）啓発資材の作成、4）診療連携体制の構築、5）人材育成

を中心に、現状を把握し、今後に向けた対策を検討した。 

日本腎臓病協会の慢性腎臓病対策部会のブロック代表、都道府県代表、地区幹事を中心に、コロナ禍ではあ

るが、様々な工夫をして、普及啓発活動が行われていた。行政との連携も重要であり、行政が積極的な自治

体では、より重層的な取り組みができていた。with コロナ時代のニューノーマルにあわせた新規資材開発の

おかげで、デジタルサイネージや、スマホ・タブレットなどでの利用が可能となり、行動制限下でも好評に、

比較的簡便に、そして幅広い層に普及啓発活動を行うことができた。一般向けおよび医療従事者向けのスラ

イド資料も作成し、動画資材等とともに、日本腎臓病協会や班研究の HP にアップしており、さらなる利用

を勧めていきたい。CKD 診療連携体制構築のための活動実態のアンケート調査では、CKD 対策のための会

議体の設置や専門医・専門医療機関のリストの作成など、都道府県単位を中心とする体制構築のための基盤

整備は進展している。地域個別の CKD 診療連携制度の比較的詳細な状況も把握でき、制度毎の運用実態の

横断的・縦断的把握が可能な体制の整備が進んでいることがわかった。今後も経年的に市町村、二次医療圏

単位を中心とする個別の連携制度の詳細情報を集積してデータベース化して共有することにより、各地域の

実情に適合した CKD 診療連携体制の立案・実施・改善への支援が効率的に進展することが期待される。腎

臓病療養指導士は確実に増加してきているが、さらなる地域間、職種間での連携の強化、モチベーションアップや知

識の向上のための方策が進み始めたところであり、コロナ禍でも継続して人材育成を行い、慢性腎臓病診療における

診療連携体制の構築に役立つように、各都道府県での更なる活動の支援が重要である。 
種々の啓発資材、啓発方法を利用し、CKD の普及啓発を強化し、腎臓病療養指導士や腎臓専門医を育成し、

かかりつけ医、腎臓専門医、行政の連携を推進し、CKD 診療連携体制の構築とさらなる CKD 重症化予防に取り

組んで行くための道筋が見えた。 
今後も上記 5つに関する活動、アンケート調査を継続し、慢性腎臓病（CKD）に対する全国での普及啓発の

推進、地域における診療連携体制構築を介した医療への貢献を進めていきたい。 
 

研究分担者 

柏原直樹 川崎医科大学 教授 

中川直樹 旭川医科大学 准教授 

旭 浩一 岩手医科大学 教授 

山縣邦弘 筑波大学   教授 

南学正臣 東京大学   教授 

深川雅史 東海大学   教授 

岡田浩一 埼玉医科大学 教授 

成田一衛 新潟大学   教授 

丸山彰一 名古屋大学  教授 

猪阪善隆 大阪大学   教授 

和田 淳 岡山大学   教授 

寺田典生 高知大学   教授 

向山政志 熊本大学   教授 
 

A．研究目的 

 2018 年に厚生労働省から発出された「腎疾患対

策検討会報告書」では、CKD 対策における、①普

及啓発、②地域における医療提供体制の整備、③

診療水準の向上、④人材育成、⑤研究開発の推進

の 5本柱について、今後の取り組みの方向性が示

された。 

本研究では、医療従事者、行政機関、患者・家

族、国民全体に CKD について普及・啓発を行い、

より多くの人がCKD 対策を実践する体制を構築す

るとともに、かかりつけ医、腎臓専門医、行政の

連携を推進し、CKD 診療連携体制の構築とさらな

る CKD 重症化予防に取り組むことを目的とする。 

具体的には、1）CKD 普及啓発活動の実態と効果

の調査、課題抽出、2）友好な普及啓発活動の方

法論の構築、3）普及啓発資材の作成、4）診療連

携体制の構築支援、5）人材育成、を実施し、「腎

疾患対策検討会報告書」で示された CKD 対策の社

会実装を促進し、医療への貢献を果たす。 

 

B. 研究方法 
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１）各都道府県における CKD の普及啓発活動の調

査                                                    

①普及啓発活動の実態調査 

JKA で任命された各都道府県代表者は行政（都道

府県および市町村の腎疾患対策担当者または糖

尿病性腎症重症化予防プログラム担当者）の協力

を極力仰ぎつつ、CKD の普及・啓発活動の実態（普

及啓発活動の実施数、市民公開講座などの実施数、

CKD の認知度調査等）を調査する。これらの情報

については、各責任者による自主的な JKAへの報

告、ブロック会議での年次報告およびアンケート

調査により収集する。情報および問題点を地域間

で共有し、次年度に向けて CKD 対策の均てん化や

更なる普及啓発のために活かす。 

②CKD の認知度、普及度の調査 

CKD の認知度、浸透度、理解度をかかりつけ医や

一般市民を対象に調査する。さらに WEBを介した

全国規模のアンケート調査を実施する。 

２）各都道府県における市民公開講座、啓発イベ

ントの支援 

① 各都道府県における市民公開講座の実態調

査 

日本腎臓病協会の慢性腎臓病対策部会

（J-CKDI）と連携し、全国 12 ブロック各都道

府県における市民公開講座の実態調査を行う。

また、各県における活動状況をオンライン会議

やメールにて共有しつつ好事例や課題につい

て抽出する。啓発資材を活用して CKD 患者の認

知度を上げる。地域における腎臓病療養指導士

数を増加させ、その活動を活性化する。 

② 啓発イベントの支援 

懸垂幕、ロールアップバナー、パンフレット、

ポスター、啓発動画などの啓発用資材を作成し、

配布する。 

 

３）啓発用資料の作成・広報・配布 

対象者（医療関係者、行政担当者、患者、家族）

に応じた、コロナ禍の中でも使用できる適切な資

材を作成し、必要に応じて配布した。 

・地域における普及啓発活動の評価 

日本腎臓病協会中国ブロック会議にて、地域ごと

の普及啓発活動（市民公開講座など）の実施数、

認知度の評価を都道府県、市町村レベルで実施し

た。 

・コロナ禍の普及啓発活動に必要な新たな資材の

開発 

コロナ禍において現実的に実施可能な普及啓発

およびその際に使用する必要かつ最適な資材に

ついて検討し、必要な資材を新たに開発した 

・開発した資材の横展開～全国への利活用に向け

て 

開発した資材を日本腎臓病協会各ブロック代表

に共有、全国展開し、どこでも活用できるように

した。 

 

４）診療連携体制構築 

2020 年度の年度末アンケート調査につき 2021 年

7 月までに寄せられた回答を集計し、診療連携体

制構築に関する実態につき解析を行い、体制構築

に活用する。 

I．令和 2年（2020）年度末アンケート調査 

送付先：日本腎臓病協会慢性腎臓病対策部会

(J-CKDI)各都道府県代表およびブロック代表 

調査期間：2021年 3月〜 

調査方法：メールにより回答票を送付、回収 

解析対象：2021年 7 月までに回答のあった 22 都

道府県（北海道、山形、宮城、群馬、埼玉、東京、

千葉、長野、富山、福井、三重、奈良、京都、兵

庫、岡山、広島、香川、徳島、鳥取、島根、佐賀、

宮崎） 

調査項目： 

1. 診療連携体制の実態調査  

1）各県内の腎臓専門医数、腎臓学会研修施設数 

または腎臓専門医所属施設数、それ以外の専門医

療機関の数 

2）会議体の設置の有無、数、単位エリア（ブロ

ック、都道府県、市区町村、二次医療圏）、専門

医・専門医療機関リストの作成の有無 

3）CKD の重症度による紹介基準（専門医紹介基準

2018）の周知の有無、周知の単位エリア（都道府

県全域、市区町村、二次医療圏） 

4）エリアの CKD 診療連携制度の有無、数、単位

エリア（都道府県、市区町村、二次医療圏）:（有

の場合、個別連携制度の詳細調査※へ） 

5）連携実績 

① CKD 診療連携制度に参加しているかかりつ

け医数 

② CKD 診療連携制度に参加している専門医療

機関数 

③ CKD の重症度による紹介基準に則った腎臓

専門医療機関等への紹介数・逆紹介数 

④ CKD の重症度による紹介基準に則った腎臓

専門医療機関等への紹介施設数・逆紹介施

設数 

2. 行政・団体との連携状況 

1) 行政との連携の有無、連携状況、糖尿病対策

推進会議との連携の有無 

2) 患者会との連携の有無、具体的内容 

3) 医師会、その他の団体・専門職との連携の有

無、医師会との連携状況（良、可、不良）、連携

している専門職（看護師・保健師、管理栄養士、

薬剤師、その他）・団体（歯科医師会、薬剤師会、

栄養士会、その他）（複数回答可） 

 

II．集計結果の活用 

 アンケート調査の情報を活用し、地域の診療連
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携体制の構築のため効果的な情報共有を図る。 

 

５）人材育成 

1) 日本腎臓病協会と連携し、腎臓病療養指導士数

増加のための方策を検討する。 

2) 日本腎臓病協会、日本腎臓学会と連携して腎臓

病療養指導士対象のセミナー等を開催し、各地

域間、各職種間での連携強化を支援する。 

3) 腎臓病学を専攻した後期研修医を対象に「腎代

替療法専攻医セミナー」を開催し、若手医師へ

の教育を行う。 

4) その他の療養指導士（糖尿病療養指導士、生活

習慣病改善指導士、高血圧・循環器病予防療養

指導士、腎臓リハビリテーション指導士など）

と連携を取り、CKD 診療連携体制の強化を図る。 

 

C. 研究結果 
１）各都道府県における CKD の普及啓発活動の

調査   
①普及啓発活動の実態調査 
本年度も引き続きCOVID19の影響で活動が制限さ

れたが、昨年度よりは回復傾向であった。 

 令和3年度に回収された令和2年度のアンケー

トは22都道府県より回収され、その解析結果は以

下の通りである。 

普及・啓発活動の実施数（JKAに申請していない

もの）：35回（11/22県） 

活動の形態（数）：市民公開講座（23）講演会（7）

研修会（4）街宣活動（1） 

普及・啓発目的に使用した媒体（数）：行政広報

（3）新聞、テレビ、動画サイト（各2）、ラジオ、

雑誌、SNS（各1）、その他（Webサイト、映画館

のシネアド、デジタルサイネージ、ロールアップ

バナー掲示、チラシ作成（各1））  

腎臓病療養指導士が参加した啓発活動の実施数： 

12回（6/22県） 

参加した療養指導士数：延べ83名 

患者会が参加した啓発活動：4回（4/22県） 

 
②CKDの認知度、普及度の調査 
１）CKD認知度アンケート調査： 

１．調査は 3/22 県（兵庫、埼玉、岡山） 

報告は 2件（報告会 1、論文発表 1）  

２）CKD の認知度向上、普及啓発を進める上での

課題： 

１．資金の不足：4/22 県 

２．その他：15件 

COVID19対応の中、市民対象の CKD 啓発事業はと

てもしにくい状況（4件）である。 

eGFRを腎機能指標としている非腎臓専門医は

60-70％に未だとどまっており、更なる啓発が必

要である。 

TVやラジオなどでの広報（強化）。 

高齢者ハイリスク CKD 患者抽出への取り組み。 

対象者の年齢構成によって（啓発手法を）かえる

べきである。 

学校教育の中での CKD 普及活動（子から親やの効

果も期待）、継続的な情報発信による知識の固着

化が必要である。 

認知度とは、CKD という言葉の認知のみでなく、

健診受診率や受診勧奨成功率の向上等も評価指

標となりうる。普及対象は市民のみでなく行政や

かかりつけ医等も含めるべきである。 

３）20～50歳代の一般市民を対象に CKD に関する

認知度について、インターネットによる全国アン

ケート調査を実施した（2021年 11月、回答数

1,606例）。その解析結果は以下の通りであった。 

CKDについて、「症状も含めて知っている」＋「病

名だけは知っている」と回答したのは全体の

55.9%であった（前年比＋3.6ポイント）。年代別

にみると、若年層（20及び30代）においては半数

以下の認知度であったが、30代は昨年と比較して

大きく上昇している（前年比＋5.8ポイント）。 

CKD を認知している回答者のうち、CKD にあては

まる症状として回答が多かったのは、「むくみ」

と「タンパク尿」でそれぞれ 53.8%、51.2%であっ

た。「タンパク尿」や「血清クレアチニン高値」

を放置することで起こりうるのは何かという設

問では、「人工透析による継続的な治療」が最も

多く、58.6％であった。 

 

２）各都道府県における市民公開講座、啓発イベ

ントの支援 
①各都道府県における市民公開講座の実態調査 
新型コロナウイルス感染拡大の影響により、市民

公開講座数は全国で昨年同様約 20件に留まった。

ソーシャルディスタンスを保ち、収容人数を制限

した集合形式や、Webを活用した市民公開講座が

開催された。 

各県において世界腎臓デーに合わせてCKD啓

発のための垂れ幕やロールアップバナーを掲示

した。新潟市では十分な感染対策を施した上で市

民公開セミナーを開催し、医師、薬剤師、管理栄

養士から分かりやすいレクチャーを行った。また

岡山市では、コロナ時代における腎臓を守る生活

習慣と注意点について、会場とオンラインのハイ

ブリッド形式で市民公開講座が開催された。 

 

②啓発イベントの支援 
市民公開講座の他、啓発パネル展・街頭キャンペ

ーンも各地で企画・実施され、着ぐるみ、ジャン

パー、幟、ビブス、シールおよび啓発リーフレッ

トを送付し支援した。さらに、研究班のホームペ

ージに自由にダウンロードできる「CKD 啓発資材
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ダウンロード資料集」を掲載した。

（https://pmne-kd.jp/message.html） 

また、日本腎臓病協会とも連携し、CKD 啓発動画

を製作しシネマ・アドバタイジングを活用した啓

発活動を行った。群馬県や石川県ではショッピン

グモールで CKD 啓発の動画投影、ポスター掲示、

啓発リーフレットの配布を行った。 

 

３）啓発用資料の作成・広報・配布 

①2022 年 1 ⽉ 20 ⽇にオンラインによる⽇本腎臓
病協会中国ブロック会議を開催した。合計 13 の
各県および各市町村代表者に参加いただき、それ
ぞれの CKD 対策の実施状況、具体的には普及啓
発活動（市⺠公開講座など）の実施数、認知度の
評価、取り組んでいる対策などを発表し、事例を
共有した。また 2 グループに分かれて、意⾒交換
をした。昨年度までに開発した資材の活⽤事例が
共有されたが、いずれの市町村においてもおおむ
ね好評であり、今年度の継続使⽤を明⾔する市町
村、新たに配布した市町村での活⽤が⾒込まれた。 
③ コロナ禍の普及啓発活動に必要な新たな資

材の開発 
対面によらない普及啓発の方法として、懸垂幕、

ロールアップバナーの活用に加えて、行政、マス

メディアなどと協力し、with コロナ時代の TV、

新聞というマスメディアの活用や、デジタル時代

にあわせたソフトの活用が検討された。糖尿病性

腎症重症化予防プログラムとの連携が取られて

いる自治体・市町村においても、腎症重症化予防

にも活用可能な資材について意見交換をした。そ

の結果、以下のような資材の開発を行った。 

①新たに懸垂幕の作成・配布 

②ロールアップバナーの作成・配布 

③デジタルサイネージ用のCKD普及啓発動画作成 

昨年度合計 4種類の動画を作成したところ、好評

であった。そこで今年度は小児と腎移植に関する

啓発を目的とした、CKD 啓発動画シリーズ第 3 話

「早期受診で子供たちの腎臓を守ろう！」横およ

び縦（各 15秒）、CKD 啓発動画シリーズ第 4話「臓

器提供という選択」横および縦（各 15 秒）を作

成した。 

④二次元バーコードを添付したポスターの作

成・配布 

昨年度から普及啓発用ポスターを掲出する際に

二次元バーコードを添付し一般市民自身が持つ

スマートフォンやタブレットを用いてできるク

イズを付け加えた。今年度は、ポスターに加え、

新聞広告での普及啓発記事に二次元バーコード

を添付した。具体的には、二次元バーコードをス

キャンすると 5問のクイズ；①腎臓は体のどこに

あるでしょうか、②腎臓の働きは何でしょうか？、

③慢性腎臓病という言葉を知っていますか？、④

CKD という言葉を知っていますか？、⑤CKD とは

どういう意味でしょうか？という設問を準備し、

自由に挑戦・解答および答え合わせができるよう

にした。短い期間ではあったが合計 25 名の参加

を得た。 

４）診療連携体制構築 

I．令和 2年（2020）年度末アンケート調査 

①診療連携体制の実態調査 

1) 会議体の設置：21/22 県，35 会議体 

• 単位エリア（複数回答可）：ブロック（2）都道

府県（15）市区町村（12）二次医療圏（6）不明

（1）） 

• 専門医・専門医療機関リストの作成：14/22 県 

3）CKD の重症度による紹介基準（専門医紹介基準

2018）の周知：17/22 県 

• 周知の単位エリア（複数回答可）：都道府県全

域（11）市区町村（8）二次医療圏（2） 

4）各エリアの CKD 診療連携制度：15/22 県、35

制度 

• 単位エリア（複数回答可）：都道府県（3）市区

町村（12）二次医療圏（7） 

 

② 行政・団体との連携状況 

1) 行政との連携の有無：（有 21、無 1）、連携状

況：（良 15、可 5、不良 2） 

2) 糖尿病対策推進会議との連携の有無：（有 21、

無 1） 

3) 患者会との連携の有無：（有 12、無 10） 

4) 医師会、その他の団体・専門職との連携の有

無：（有 20、無 2）、医師会との連携状況：（良

11、可 10、不良 0、無回答 1）、連携している

専門職：（看護師・保健師 18、管理栄養士 17、

薬剤師 17、その他 0）・団体（歯科医師会 5、

薬剤師会 12、栄養士会 12、その他 0）（複数

回答可） 

II．集計結果の活用 

東北ブロック各県代表の集会において、本アンケ

ート調査で収集された情報をもとに、ブロック内

各県と類似の医療状況において腎臓病療養指導

士の育成、多職種連携、医療連携体制整備に適用

可能な好事例のある地域（北海道）から演者を選

定し情報共有を行った。（Tohoku Nephrology 

Research Conference for Nephrologist 2021、

特別講演：「透析導入遅延を目指した CKD 診療〜

北北海道の取り組み〜」、演者：旭川医科大学 内

科学講座 循環・呼吸・神経病態内科学分野 中川

直樹 准教授、2021年 11月 27日、盛岡市） 

 

５）人材育成 

1) 令和3年度も新型コロナウイルス感染のためオ

ンラインで講習会を開催した。講習会受講者数

は425名であった。令和3年度には270名（看護

師127名、保健師5名、管理栄養士42名、薬剤師
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96名）が認定された。現在1935名の腎臓病療養

指導士の職種別内訳は、看護師1095名、保健師

11名、管理栄養士361名、薬剤師468名である。 

2) 日本腎臓病協会、日本腎臓学会と連携し、腎臓

病療養指導士関連セッションを開催した。令和

3年6月18-20日の第64回日本腎臓学会学術総会

では「腎臓病療養指導士の活動の実際」と題す

るワークショップが開催され41名/90名（現地/

オンデマンド）が聴講、令和3年9月25-26日の

第51回日本腎臓学会東部学術大会では「CKDの

多職種包括的診療」というシンポジウムが開催

され101名（オンデマンド）、令和3年10月15-16

日の第51回日本腎臓学会西部学術大会では

「CKDの多職種包括的診療」といシンポジウム

が開催され139名（オンデマンド）、令和3年11

月6-7日第15回日本腎臓病薬物療法学会学術集

会では「チーム医療において腎臓病療養指導士

が果たす役割」というシンポジウムが開催され

643名の聴講があり、熱い議論が繰り広げられ

た。令和2年度末のアンケート調査では、腎臓

病療養指導士を増やす方策の有無に関しては、

回答のあった半分の都道府県で有と回答して

いる。また、腎臓病療養指導士との連携を強化、

知識の向上のための研修会等の有無について

も、1/4の都道府県で有と回答している。実際

に、京都府では腎臓病療養指導士会も設立され

ている。他領域の療養指導士との連携の有無に

ついては、1/10の都道府県のみで有と回答して

おり、まだ進んでいないことがわかった。今後、

日本腎臓病協会の各都道府県代表と連携を取

り、腎臓病療養指導士連絡協議会（仮名）の設

立を目指している。現在、令和3年度の改訂版

アンケートを回収中である。 

 

D．考察 

本研究では、「腎疾患対策検討会報告書」で示さ

れている CKD 対策における①普及啓発、②地域に

おける医療提供体制の整備、④人材育成、の 3本

の柱を社会実装すべく活動をした。 

市民公開講座などの普及啓発活動に関しては、

令和 2年度は新型コロナウイルス感染拡大の影響

で全国的に減少していたが、令和 3年度には各地

でしっかり感染対策をして実施されるようにな

り、その数は回復してきている。コロナ禍におけ

る市民公開講座の開催方法として、収容人数を制

限しソーシャルディスタンスを保ちながらの集

合形式、Web を活用した現地＋オンラインのハイ

ブリッド形式などが開催されており、今後全国各

地への横展開が期待される。開催された皆様の努

力に敬意を表したい。しかし、依然としてその活

動は自治体によって大きく違っており、その理由

には腎臓専門医の配置不足や行政の関わり方な

どがある。行政が積極的に関わっている自治体で

はその取り組みはより重層的である。腎臓専門医

の少ない地域では、腎臓病療養指導士の活躍を期

待したいところであるが、その数を見てみると腎

臓専門医の少ない都道府県では、腎臓病療養指導

士も少ない傾向があり、今後の対応が必要である。 

CKD の認知度は徐々に増えてきているというデ

ータもあるが、依然として低く、一般住民への普

及啓発の方法を検討していく必要がある。傾向と

してCKDに関する情報入手経路はテレビが多かっ

たが、世代によって異なる可能性があり、さらな

る情報発信に際しては、年代に応じた方法を選択

すべきである。 

昨年に続き今年度も COVID-19 の流行により、こ

れまで開発を進めてきた資材に加え、withコロナ

時代のニューノーマルにあわせた新規資材開発

が望まれた。 

昨今の COVID19 対策の中で最も重要な対策のう

ちのひとつ「3 密を避けること」のできる資材と

して、懸垂幕やロールアップバナーの継続した活

用は大変重要であり、今年度の新たに作成。配布

を行なった。オンラインによる CKD 公開講座の開

催に加え、さらには対面とオンラインのハイブリ

ッドによる講演会などで簡便に使用可能なスラ

イドや動画などの資材を新たに作成し、今年度は

昨年以上に使用していただいた自治体・市町村や

病院・クリニックが増え、総じて好評であった。

これらの動画は、病院・診療所内や公共の場など

その場所や規模などに応じて活用可能な形のも

のを掲出することで、一般住民の目にふれる機会

が増え、さらに YouTube等に動画を掲出すること

で爆発的な視聴が認められた。特に動画を視聴す

る世代へ向けた普及啓発において大変効果的で

ある可能性が考えられた。同様に、二次元バーコ

ードによる啓発方法も、スマホやタブレットを日

頃から使用している世代に対しては、利用しやす

い形態と考えられた。独自で CKD 普及啓発資材を

作成されている都道府県も少なくなく、今後は研

究班で開発した資材も必要に応じて利活用して

いただくことで、さらなる普及啓発の拡大が期待

される。 

診療連携体制構築のための会議体は、22 都道府

県のほとんど全てで設置済みであり、単位エリア

として都道府県・市町村レベルを中心に活動が展

開している。また，専門医・専門医療機関のリス

トは回答都道府県のうち約 7割で作成済みで、専

門医紹介基準の周知も約 8割で実施済みである。  

 今回、地域個別の CKD 診療連携制度の比較的詳

細な状況が把握され、専門医紹介基準について地

域の実情に応じた独自の基準を設定している地

域があること、個別の連携制度の連携実績の定期

的集計が約 2/3 で行われており，制度毎の運用実

態の横断的・縦断的把握が可能な体制の整備が進

んでいることがわかった。今回抽出された個別制
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度の好事例からは、健診結果に基づく保健指導、

受診勧奨が進展していることが推察され、今後横

展開されることを期待している。本アンケート調

査のような広汎な事例集積とそのデータベース

化は、好事例の効率的な横展開や情報共有に活用

が可能であり、地域の実情に応じた連携体制の構

築や改善の支援に繋がると考えられる。 

腎臓病療養指導士は確実に増加しているものの、

コロナ禍で受験する人数が減っており、増加も抑

えられている。依然として地域差が認められ、こ

れは腎臓専門医数と関係がありそうである。現在

都道府県において診療連携の一員として活動で

きる体制の構築のために連携協議会等の設置も

進んできており、職種間連携の強化並びにモチベ

ーションアップ、知識の向上を図っていく必要が

ある。また、現在の腎臓病療養指導士はその多く

が基幹病院に在籍しているが、今後は調剤薬局の

薬剤師や行政機関に所属している保健師、管理栄

養士など、患者さんや一般住民に接することの多

い職種の方々にも腎臓病療養指導士の資格を取

得してもらえるような働きかけを進めていく必

要がある。令和 2 年度より「慢性腎臓病（CKD）

患者に特有の健康課題に適合した多職種連携に

よる生活・食事指導等の実証研究」（研究代表者 

要伸也）が立ち上がっており、多職種連携の有用

性を検証など、今後の研究成果が待たれる。 

 

E．結論 

腎疾患対策検討会報告書に示されている全体目

標を達成するため、本研究では、1）CKD 普及啓発

活動の実態調査、2）市民公開講座などの啓発活

動の支援、3）啓発資材の作成、4）診療連携体制

の構築、5）人材育成を中心に、現状の把握し、

今後に向けた対策を検討した。 

日本腎臓病協会の慢性腎臓病対策部会のブロッ

ク代表、都道府県代表、地区幹事を中心に、コロ

ナ禍ではあるが、様々な工夫をして、普及啓発活

動が行われていた。行政との連携も重要であり、

行政が積極的な自治体では、より重層的な取り組

みができていた。アンケート調査でその詳細が明

らかになっており、そのような好事例の横展開を

進めていく必要がある。 

対象者に応じた普及啓発の方法を考えていく必

要があるが、with コロナ時代のニューノーマルに

あわせた新規資材開発のおかげで、デジタルサイ

ネージや、スマホ・タブレットなどでの利用が可

能となり、行動制限下でも好評に、比較的簡便に、

そして幅広い層に普及啓発活動を行うことがで

きた。一般向けおよび医療従事者向けのスライド

資料も作成し、動画資材等とともに、日本腎臓病

協会や班研究の HP にアップしており、さらなる

利用を勧めていきたい。 
アンケート調査では、CKD 診療連携体制構築の

ための活動実態把握も行なっているが、CKD 対

策のための会議体の設置や専門医・専門医療機関

のリストの作成など、都道府県単位を中心とする

体制構築のための基盤整備は進展している。地域

個別の CKD 診療連携制度の比較的詳細な状況も

把握でき、制度毎の運用実態の横断的・縦断的把

握が可能な体制の整備が進んでいることがわか

った。今後も経年的に市町村、二次医療圏単位を

中心とする個別の連携制度の詳細情報を集積し

てデータベース化して共有することにより、各地

域の実情に適合した CKD 診療連携体制の立案・

実施・改善への支援が効率的に進展することが期

待される。 
人材育成としては、腎臓病療養指導士は確実に増

加してきているが、さらなる地域間、職種間での連携

の強化、モチベーションアップや知識の向上のため

の方策が進み始めたところであり、コロナ禍でも継続

して人材育成を行い、慢性腎臓病診療における診療

連携体制の構築に役立つように、各都道府県での更

なる活動の支援が重要である。 
 

 

F．健康危惧情報 

 令和3年度は、国民の生命、健康に重大な影響を

及ぼす情報はない。 
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令和 3年度厚生労働科学研究費補助金 （腎疾患政策研究事業） 

 

慢性腎臓病（CKD）に対する全国での普及啓発の推進、 

地域における診療連携体制構築を介した医療への貢献 

 

分担研究報告書 

 
各都道府県におけるCKDの普及啓発活動およびCKD認知度の調査 

 
研究分担者：岡田浩一  埼玉医科大学医学部・教授 

研究分担者：猪阪善隆  大阪大学大学院医学系研究科・教授 

研究分担者：南学正臣   東京大学医学部附属病院・教授 

研究分担者：柏原直樹   川崎医科大学医学部・教授 

研究分担者：伊藤孝史   島根大学医学部附属病院・准教授 

 

研究要旨  
平成 30 年に発表された厚生労働省「腎疾患対策検討会報告書」のなかで取り扱われた５つの重要課題

の内、「普及啓発」に関して、日本腎臓病協会 CKD 対策部会が任命した各地域ブロック責任者および都道

府県責任者が中心となり、当該地域の普及啓発活動の実態を調査しつつ、その改善および推進に取り組ん

だ。各都道府県では活発な普及啓発活動が行われているが、一般市民における CKD 概念の普及度には年齢

層や健康意識の違いによってばらつきがある。今後、より有効性の高い普及啓発方法を策定する必要があ

る。 

Ａ．研究⽬的 
「腎疾患対策検討会報告書」（平成 30 年 7 月）

には、CKD 対策として今後取り組む５つの柱、す

なわち「普及啓発」、「地域における医療提供体制

の整備」、「診療水準の向上」、「人材育成」、「研究

開発の推進」が掲げられている。これにより CKD

を早期に発見･診断し、良質で適切な治療を早期か

ら実施・継続し、CKD 重症化予防を徹底するととも

に、CKD 患者（透析患者及 び腎移植患者を含む）

の QOL の維持向上を図ることをめざす。特に普及

啓発に関する問題点としては、１）CKD が生命予後

に関連し、患者数が多く、一方で治療可能であり、

早期発見・早期治療が重要であること等の CKD の

正しい認識が十分普及していないこと、２）医師、

メディカルスタッフ、行政機関、患者、国民、高

齢者、小児等を対象とした普及啓発内容の検討が

十分とは言えないこと、また３）普及啓発活動の

実施状況の把握や効果の評価・検証が十分とはい

えず、効果的な普及啓発活動が実施されていない

こと、および４）医療従事者、関連学会及び行政

機関等において好事例が十分に共有されておらず、

好事例の横展開が十分に進んでいないことが指摘

されている。そこで普及啓発活動の実施数、市民

公開講座等の実施数、CKD 認知度の調査方法を考案

し、実施する。そのために、１）日本腎臓病協会

（JKA）の CKD 対策部会が設置した各ブロック、当

道府県責任者を中心として、各地域における CKD

普及啓発活動の実態を調査する。また２）同時に

普及啓発の効果判定のために、CKD 概念の認知度、

浸透度、理解度をかかりつけ医、住民等を対象に

特定して実施する。後者の調査は地域を限定すれ

ば実施可能であり、あるいは既存の調査結果も一

部報告されており、活用可能である。人口規模、

医師会数、専門医の分布等を勘案して、実現可能

で有効な調査方法を考案する。各都道府県医師会、

県・市町村行政へのアンケート調査等を地域の実

情に応じて実施する。さらに３）全国の実施状況

を一覧し、CKD 普及啓発活動の「見える化」を目指

す。調査の結果、普及啓発活動の不十分な地域が

抽出されるため、今後の計画的な活動を行う基礎

資料とする。抽出された好事例については共有化

し、他地域への応用を推進する。 

医療従事者、行政、患者・家族、国民全体に CKD

についての普及啓発を行い、オールジャパンによ

る CKD 対策の実践を可能とする。そのためには「腎

疾患政策研究班」（研究代表 柏原直樹）および JKA

と密に連携し、特に後者の CKD 対策部会で認定さ

れた 12ブロック（北北海道、南北海道、東北、北

関東、東京、南関東、北率、東海、近畿、中国、

四国、九州・沖縄）の責任者および都道府県責任

者とは協力体制を構築して研究を進める。 
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Ｂ．研究⽅法 
各都道府県における CKD の普及啓発活動の調査 
１）普及啓発活動の実態調査 
 JKA で任命された各都道府県代表者は行政（都

道府県および市町村の腎疾患対策担当者または糖

尿病性腎症重症化予防プログラム担当者）の協力

を極力仰ぎつつ、CKD の普及・啓発活動の実態（普

及啓発活動の実施数、市民公開講座などの実施数、

CKD の認知度調査等）を調査する。これらの情報

については、各責任者による自主的な JKA への報

告、ブロック会議での年次報告およびアンケート

調査により収集する。情報および問題点を地域間

で共有し、次年度に向けて CKD 対策の均てん化や

更なる普及啓発のために活かす。 
２）CKD の認知度、普及度の調査 
CKD の認知度、浸透度、理解度をかかりつけ医や

一般市民を対象に調査する。さらに WEB を介した

全国規模のアンケート調査を実施する。 
 
（倫理面への配慮） 
既に公開されている論文やデータの調査であり、

倫理面での問題はない。 

 
Ｃ．研究結果 
１）普及啓発活動の実態調査 
①JKAのCKD対策部会に報告された地域におけ
る普及啓発活動（資料１） 
 本年度も引き続きCOVID19の影響で活動が
制限されたが、昨年度よりは回復傾向であっ
た。 
 
②各ブロックでの取り組み 
１． 普及啓発活動の実態調査 
R3年度に回収されたR２年度のアンケート（資
料２（調査用紙））は22都道府県より回収さ
れ、その解析結果は以下の通りである。 
１）普及・啓発活動の実施数（JKAに申請して
いないもの）：35回（11/22県） 
活動の形態（数）： 
市民公開講座（23）講演会（7）研修会（4）
街宣活動（1） 
普及・啓発目的に使用した媒体（数）： 
行政広報（3）新聞，テレビ，動画サイト（各
2）， 
ラジオ，雑誌，SNS（各1）， 
その他（Webサイト，映画館のシネアド，デジ
タルサイネージ，ロールアップバナー掲示，
チラシ作成（各1））  
腎臓病療養指導士が参加した啓発活動の実施
数：12回（6/22県） 
参加した療養指導士数：延べ83名 
患者会が参加した啓発活動：４回（4/22県） 
 
また各ブロックで進捗報告があり、関東ブロ
ックからの報告（抜粋）は以下の通りである。 

 
2. 北関東ブロック 
・昨年末に北関東ブロック会議をした。Beans 改

訂した。透析導入患者の年次推移データ提示。群

馬、山梨が多い。U-alb 定量検査は増えてきている。

NDB open のデータ解析提示。eGFR の年次推移も

見ていくことができるが、県によって特定健診に

おける血清クレアチニン検査数が大きく異なり意

識が違う。 
茨城： 
・いばらき腎臓財団として活動している。いのち

の学習会（小中高校にて）、CKD 出前講演会（市

町村、地域、事業所）。ポストコロナに向けて進め

ていくことを考えている。FROM-J10 年のデータ、

3.5 年の介入結果の紹介。教育、医療連携で大きな

差が出てくる。この方式を広める予定。 
 
栃木： 
・透析患者数が多い。糖尿病患者数は増えている。

それに比例して透析患者も全国平均と比べて高い。

DN による透析導入も右肩上がり。構成比率は変わ

らない。栃木県保健医療計画に CKD 対策を組み込

んで貰えた。糖尿病予防の取り組みの強化。栃木

県 CKD 重症化予防は糖尿病予防推進協議会の下

部組織。栃木 CKDコンソーシアムを設立。県から

もオブザーバー、HP も開設。CKD 病診連携シス

テムを作成。県の HP にも掲載。CKD 病診連携の

紹介状、治療計画書を作成。専門医療機関のリス

トを作成（公表はされていない）県の保健福祉部

との連携、HP に記事掲載、リーフレット作成した。

ポスターを作ってバスの広告などに掲示。CKD 啓

発動画研究会で Youtube 動画作成の活動。今後の

方針：CKD 連携シールの配布、講演会、健康フェ

ア、テレビ・ラジオでの放送、腎臓病療養指導士

を増やす。 
群馬： 
・平成 25 年に慢性腎臓病対策推進協議会が設立。

糖尿病性腎臓病重症化予防について糖尿病対策推

進協議会と連携。Withコロナにおける情報発信と

して、群馬県の動画作成スタジオの Tsulunos を利

用し、Youtube へ動画をアップ。栄養に関する動

画は 1.4万人が閲覧。健康フェスタ（ビデオ上映、

グッズ配布）を開催し、G-WALK（歩数記録など

のスマホ用の健康管理サポートアプリ）も紹介し

た。世界腎臓デーに向けて、YouTube 動画

（tsulunos利用）チラシ配布、CKDシール配布も
継続。上毛新聞にもバナー広告。腎臓ケア e ラー
ニングもアップデート。群馬県糖尿病性腎臓病重

症化予防プログラムを作成し各市町村で実施。

Zoom 講習会、予防研修会も開催。CKD 病診連携

プログラム：高崎市は進んでいる。生活習慣病重

症化予防事業の中に、糖尿病性腎臓病、慢性腎臓

病の受診勧奨。受診勧奨による受診者数も評価も
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できている。透析患者数：2019 年は全国 6位。DM
腎症は 4位。2020 年には減少している。 
山梨： 
・山梨県では 2015 年から CKD 医療連携がスター

ト（CKD 予防対策推進会議）。かかりつけ医への

働きかけ：CKD・DM 認定連携医の資格更新のた

めの講習会を 2 年に一度開催。2021 年は４回目の

更新時期となり初めて Web形式での会を 2回に分

けて開催。人集めが大変であった。かかりつけ医

からの質問に答えるよう双方向性にした。山梨で

の CKDI の組織としてリーダ制度の導入。山梨県

腎臓内科医会設立（2022/5）。山梨腎臓病療養指導

士の会（2022/7）。透析導入患者は増えている。後

ろ倒しの患者が増えた？CKM が少ない？認定連

携医からの評価。山梨大学病診連携の会（CKD の

み）を行なっており、フィードバックの検証がで

きる。横展開について検討中。市民向け YouTube
動画 5 本作成、3ヶ月で 7068回、6ヶ月で 21275
回。コロナワクチン接種会場で配布。CKD 啓発チ

ラシも配布。活動資金の問題がある。 
長野： 
・長野県における透析患者数や減少傾向にあるよ

うに見えていたが、R1 年には透析導入患者が再度

増え、経時的には横ばいの状態である。 
松本市では、DM 性腎症・CKD 病診連携プログラ

ムを立ち上げて、紹介基準を作成し病診連携を推

進している。病診連携にあたって、定期的な検尿

が行われることが少なく問題であると認識してい

る。CKD 診療にあたって、体調不良時や腎機能悪

化時に検尿されるケースは多いが、無症状や腎機

能が安定している場合には検尿は行われないこと

が多い。今後、具体的な蛋白尿の検査施行回数な

どについて提示・啓発していきたい。 
病診連携プログラムにおける問題点としては、専

門医側の要因、専門医療機関への紹介プロセスの

問題、かかりつけ医のモチベーション、患者の理

解不足などをかかりつけ医の先生方から挙げて頂

いた。専門医のキャパシティ不足の問題に関して

は、今後、腎臓病療養指導士に間に入って頂くこ

とを考えている。腎臓病療養指導士を長野県にお

いて増やすことを目的とし、また多職種による

CKDチーム医療が重要であるが腎臓病療養指導士

が有効的に動いていない現状を打開するため、長

野県腎臓病療養指導士の会を設立した。この会の

設立にあたっては、長野県透析研究会から資金提

供を受け、長野県透析研究会の HP 内に長野県腎

臓病療養指導士の会の HP を作成した。行政の方々

にも参加してもらうため、準会員として無料で参

加可能としている。現在 60名が入会しており、腎

臓病療養指導士は 20名。看護師 16名、栄養士 13
名、薬剤師 9名、医師 10名、保健師 12名が入会

している。各職種の CKD における関わりについて

情報共有するために CKD メディカルスタッフセ

ミナーも開催した。 
長野県全域を対象とした DM 腎症・CKD 対策は

2020 年度に CKD 対策会議が立ち上がる予定であ

ったがコロナで頓挫し、予算も無くなってしまっ

た。循環器予防事業と抱き合わせで実施される可

能性について長野県より言われているが、その後

の動きは無い。 
CKD対策として、腎移植推進にも力を入れており、

10 月の臓器移植推進月間中に松本城のライトアッ

プ、TV コマーシャル作成（テレビ信州で作成し、

公的配布可能にしてもらっている）。腎移植につい

てのドキュメンタリー番組を作成した。ドキュメ

ンタリー番組は第 63回科学技術映像祭において文

部科学大臣賞受賞を受賞した。 
 
3. 東京ブロック 
23区内： 
・地区幹事が増え、ネットワークが広がっている。

東京都の導入は少し減っている。男性導入率はリ

バウンド。85 歳以上の導入が増えている。導入遅

延はできている。現役世代には企業との連携が重

要。企業の産業医との連携。全国土木建築国民健

康保険組合に行ってきた。協会けんぽの本部にも

行ってきた。東京支部へも訪問予定。東京都糖尿

病腎症重症化予防プログラムの改訂。各区に訪問

している。荒川区、港区の例を提示。慈恵 World 
Kidney Day の紹介。医局員への啓発効果もあった。

QR コード載せたポケットティッシュ。慈恵の

CKD 対策：CLISTA を用いた研究。 
蛋白尿+/-でも心不全のリスクが上昇。今後の活動

方針について：製薬企業の協力も重要。移植件数

の増加が必須と考える。 
23区外： 
・三多摩腎疾患治療医会ではコロナ対策に割かれ

て、CKD 対策は十分ではない。関連セミナーは行

なっている（23件）。行政との CKD 対策連携は始

まったばかりだが、災害対策は進んでいるので、

そのパイプを使ってきたい。腎移植推進：八王子

医療センターのみであり、対策しやすい。加算も

考えて連携が重要。腎移植に関するアンケート調

査の報告。糖尿病医療連携協議会とも協働してい

る。糖尿病患者診療情報提供書（東京都標準様式）

腎臓病療養指導士の現状：薬局、公的機関からの

取得も増えてきた、保健師も。270名程度新規腎臓

病療養指導士が誕生。専門医と腎臓病療養指導士

の数は連動している。地域差あり。 
 
4. 南関東ブロック 
埼玉： 
・人口 730 万人だが、公的病院が少ない。透析患

者数は増加。新規導入患者増加。全国平均を超え

てきた。DKD は 2020 年度減少してきた。40%以
下。腎硬化症は全国平均。毛呂山（岡田）：多職種
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連携講演会を開催、医師会との連携協定。さいた

ま（森下）：連携セミナーを多く開催。連携パスが

非常に秀一で、県下で統一して利用。獨協（竹田）：

CKD 啓発の空白地域であった。川越（長谷川）：

CKD 対策 web開催。多職種連携セミナー、医療連

携協定の実施状況の地図提示。埼玉県内での背景

因子の地域差があり、それに応じた対応が必要。

CKDE のネットワークの構築も行なっていく。県

衛生研究所、県栄養士会とも協働。様々なことが

コロナ対策で休止中であったが、再開していきた

い。 
神奈川： 
・骨太の計画で重視されている。神奈川県は CKD
の診断率が低い。腎不全の医療費がもっとも高い。

横浜市で CKD を一元的に対応する部署はない。県

は対応できている。神奈川県の eGFR が首都圏と

比べて低い。神奈川では 100 万人の CKD。

DAPA-CKD について。2022 年度保険改訂。地域

包括診療料・加算の対象拡大：CKD、心不全→病

診連携が重要に。横浜 CKD 連携協議会では二人主

治医制を引いている。報告書のメンバーに 2 名の

先生が入っている。専門医は少なくはないが、東

に専門医が多い。令和元年から神奈川県 CKD 対策

連絡協議会（会長：衣笠）が立ち上がっている。

コロナ感染の影響で動けていない。診療連携対策

協議会が動けていない。県会議員の先生方にも説

明して、対策普及活動事業費が復活した。透析患

者も多く、増えており、減らす必要あり。健康福

祉局にも働きかけていこう。透析コロナ対策につ

いても積極的に対応している。CKD 対策は県と密

接に活動できている。協和キリン株式会社と神奈

川県包括連携協定を結んでおり、CKD 対策セミナ

ーも立ち上がっている。日本医療政策機構との連

携も重要。神奈川県と横浜市との連携が難しい。 
千葉： 
・千葉県透析患者数の変遷。令和 2 年度に CKD 重

症化予防対策部会の発足。今澤先生が部会長。CKD
対策協力医を登録。検診受診者から CKD を抽出。

多職種連携の強化。CKDシール（3000枚/年）。県

庁の力強いサポートがあり、YouTube 動画を作成。

腎臓専門医リストも作成。現在 86/190名。協力医

は 203名。10 医師会でまだ専門医いないが、全て

の医師会で協力医はいる。県庁で CKD の下敷きを

作成、全医療機関へ配布。CKD 抽出 22+16/54 市

町村。協会けんぽでも千葉県 CKD 対策を利用でき

る様になっている。 
 
２）CKDの認知度、普及度の調査 
② CKD 認知度アンケート調査： 

１．調査は 3/22県（兵庫，埼玉，岡山） 

報告は 2件（報告会 1，論文発表 1）  

③ CKD の認知度向上、普及啓発を進める上での課

題： 

１．資金の不足：4/22県 

２．その他：15件 

COVID19対応の中、市民対象の CKD 啓発事業はとて

もしにくい状況（4件）である。 

eGFRを腎機能指標としている非腎臓専門医は

60-70％に未だとどまっており，更なる啓発が必要

である。 

TVやラジオなどでの広報（強化）． 

高齢者ハイリスク CKD 患者抽出への取り組み． 

対象者の年齢構成によって（啓発手法を）かえる

べきである。 

学校教育の中での CKD 普及活動（子から親やの効

果も期待），継続的な情報発信による知識の固着化

が必要である。 

認知度とは、CKD という言葉の認知のみでなく、健

診受診率や受診勧奨成功率の向上等も評価指標と

なりうる。普及対象は市民のみでなく行政やかか

りつけ医等も含めるべきである。 

 

３）20～50歳代の一般市民を対象に CKD に関する

認知度について、インターネットによる全国アン

ケート調査を実施した（2021年 11月、回答数 1,606

例）。その解析結果は以下の通りであった。 

CKDについて、「症状も含めて知っている」＋
「病名だけは知っている」と回答したのは全体

の55.9%であった（前年比＋3.6ポイント）。年代
別にみると、若年層（20及び30代）においては
半数以下の認知度であったが、30代は昨年と比
較して大きく上昇している（前年比＋5.8ポイン
ト）。 
CKDを認知している回答者のうち、CKDにあ
てはまる症状として回答が多かったのは、「むく

み」と「タンパク尿」でそれぞれ 53.8%、51.2%
であった。「タンパク尿」や「血清クレアチニン

高値」を放置することで起こりうるのは何かと

いう設問では、「人工透析による継続的な治療」

が最も多く、58.6％であった。 

 

 

Ｄ．考察 

１）普及啓発活動の実態調査 

各都道府県において、活発な普及啓発活動が行わ

れているが、同じブロック内でも行政の関わり方

には温度差があり、積極的な県（例：南関東千葉

県、北関東長野県など）での取り組みはより重層

的となる傾向が認められる。ただし講演会などを

介した医療関係者に向けたものに比較し、一般住

民への働きかけは十分とは言えず、また一方向性

の情報発信であること、もともと健康意識の高い

集団への繰り返しの情報発信となっている可能性

がある。今後はより広い集団への有効性の高い情

報発信方法を活用する必要がある。テレビ CMや
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Youtube動画などの新しい媒体が増えつつあり、そ

の効果が期待される。さらに腎臓病療養指導士，

患者会の参加の増加が今後の課題となる。 

 

２）CKD の認知度、普及度の調査 

CKD 対策を進めていく上で、疾患に対する正しい知

識は重要であるが、認知度調査の実施頻度は少な

く、その結果も CKD の疾患認知は全体の半数程度

にとどまっている。その内でも年齢層が高いほど、

また健診制度を利用する健康意識の高い層に理解

度が高い傾向が認められたが、経年的には若年層

での認知度は漸増傾向が認められ、今後も継続的

な努力が望まれる。さらに CKD の合併症として末

期腎不全・透析療法は比較的認知されている一方、

心血管合併症についてはほとんどされていない。

傾向として CKD に関する情報入手経路はテレビが

多かったが、世代によって異なる可能性がある。

さらなる情報発信に際しては、年代に応じた方法

を選択すべきである。 

 

１，２）を踏まえるとビデオなどの視覚情報を広

く閲覧可能な媒体（テレビやインターネット、SNS

等）を通して発信することは、より効果的な普及

啓発に結びつく可能性があり、今後の検討課題で

ある。 

 
 
Ｅ．結論 
 平成 30 年に発表された厚生労働省「腎疾患対策

検討会報告書」のなかで取り扱われた５つの重要

課題の内、「普及啓発」に関して、日本腎臓病協会

CKD 対策部会が任命した各地域ブロック責任者お

よび都道府県責任者が中心となり、当該地域の普

及啓発活動の実態を調査しつつ、その改善および

推進に取り組んだ。各都道府県では活発な普及啓

発活動が行われているが、一般市民における CKD

概念の普及度には年齢層や健康意識の違いによっ

てばらつきがある。今後、より有効性の高い普及

啓発方法を策定する必要がある。 

 
F．研究発表 

1.論文発表 
1) Nagasu H, et al. Kidney Outcomes Associated 
With SGLT2 Inhibitors Versus Other 

Glucose-Lowering Drugs in Real-world 

Clinical Practice: The Japan Chronic Kidney 

Disease Database. Diabetes Care. 2021 

Nov;44(11):2542-2551.  

2) Okubo R, et al. Physical functioning in 
patients with chronic kidney disease stage 

G3b-5 in Japan: The reach-J CKD cohort 

study. Nephrology (Carlton). 2021 

Dec;26(12):981-987. 

3) Hoshino J, et al. Comparison of annual eGFR 
decline among primary kidney diseases in 

patients with CKD G3b-5: results from a 

REACH-J CKD cohort study. Clin Exp Nephrol. 

2021 Aug;25(8):902-910.  

4) 坪井伸夫，他. COVID-19流行環境下における

慢性腎臓病診療および受療行動変化の実態調

査. 日腎会誌 2021；63（3）：283‒ 296． 

5) 猪阪善隆、他. 大阪府内科医会会員 慢性腎臓

病(CKD)治療の実態調査の変化１. 大阪府内科

医会会誌 2021; 30(1): 70-77 
6) Fukui A, et al. Chronic kidney disease 
patients visiting various hospital 

departments: an analysis in a hospital in 

central Tokyo, Japan. J Pers Med 12(1); 39, 
2022 

 
2.学会発表 
１） 「各種ガイドラインにおける CKD 診療―こ

れだけは知っておくべき他分野からみたCKD
診療の基本知識―」岡田浩一、安田宜成、ワ

ークショップ 3、2021/6/18、国内、横浜 
２） 「CKD の病態を可視化する」岡田浩一、第 43

回日本高血圧学会学術総会 教育講演 8、
2021/10/16、国内、沖縄 

３） 「泌尿器科医が知っておくべき腎臓内科の知

見」岡田浩一、第 109 回日本泌尿器科学会総

会、教育講演、2021/12/7、国内、横浜 
 
G．知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 
なし 

２．実⽤新案登録 
なし 

３．その他 
なし
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厚生労働科学研究費補助金（腎疾患政策研究事業） 
慢性腎臓病（CKD）に対する全国での普及啓発の推進、地域における診療連携体 

制構築を介した医療への貢献 
 

分担研究報告書 
 

各都道府県における市民公開講座、啓発イベントの支援 
 

研究分担者：中川直樹 旭川医科大学医学部・准教授 
研究分担者 成田一衛 新潟大学医歯学総合研究科・教授 
研究分担者：寺田典生 高知大学教育研究医療学系臨床医学部門・教授 
研究分担者：伊藤孝史 島根大学医学部附属病院・准教授 
研究分担者：柏原直樹 川崎医科大学医学部・教授   

研究要旨 

 新型コロナウイルス感染症の影響が大きかったものの、全国 12 ブロックにおける CKD 普及・啓発活動の

実態調査、市民公開講座、CKD 対策の広報活動の推進と課題の調査を行った。CKD シールを利用した病院と

薬局の地域内での連携が強化された。全国 12 ブロックにおいて行政との連携が進められた。 

 

 

A．研究目的 

各都道府県におけるにおける CKD の啓発活動を進

めるとともに CKD 患者対策の実態調査を行い、課

題を抽出する。それらの情報を各ブロック内、お

よび研究班全体で共有し、今後の CKD 対策に活用

する。 

 

B. 研究方法 

１）各都道府県における市民公開講座の実態調査                                                    

日本腎臓病協会の慢性腎臓病対策部会（J-CKDI）

と連携し、全国 12 ブロック各都道府県およびにお

ける市民公開講座の実態調査を行う。また、各県

における活動状況をオンライン会議やメールにて

共有しつつ好事例や課題について抽出する。啓発

資材を活用して CKD 患者の認知度を上げる。地域

における腎臓病療養指導士数を増加させ、その活

動を活性化する。 

 

２）啓発イベントの支援 

垂れ幕、ロールアップバナー、パンフレット、ポ

スター、啓発アニメーションなどの啓発用資材を

作成し、配布する。 

（倫理面への配慮）本事業では個人情報は扱わな

い。 

 

C. 研究結果 

１）各都道府県ブロックにおける市民公開講座 

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、市民

公開講座数は全国で昨年同様約 20 件に留まった。

ソーシャルディスタンスを保ち、収容人数を制限

した集合形式や、Webを活用した市民公開講座が開

催された。 

各県において世界腎臓デーに合わせてCKD啓発の

ための垂れ幕やロールアップバナーを掲示した。

新潟市では十分な感染対策を施した上で市民公開

セミナーを開催し、医師、薬剤師、管理栄養士か

ら分かりやすいレクチャーを行った。また岡山市

では、コロナ時代における腎臓を守る生活習慣と

注意点について、会場とオンラインのハイブリッ

ド形式で市民公開講座が開催された。 

 

２）啓発イベントの支援 

市民公開講座の他、啓発パネル展・街頭キャンペ

ーンも各地で企画・実施され、着ぐるみ、ジャン

パー、幟、ビブス、シールおよび啓発リーフレッ

トを送付し支援した。さらに、研究班のホームペ

ージに自由にダウンロードできる「CKD 啓発資材ダ

ウンロード資料集」を掲載した。 

（https://pmne-kd.jp/message.html） 



 16 

また、日本腎臓病協会とも連携し、CKD 啓発動

画を製作しシネマ・アドバタイジングを活用した

啓発活動を行った。群馬県や石川県ではショッピ

ングモールでCKD啓発の動画投影、ポスター掲示、

啓発リーフレットの配布を行った。 

 

D. 考察 

令和 3年度も新型コロナウイルス感染拡大の影響

で、市民公開講座・啓発イベントは全国的に開催

困難であったが、一部地域では、コロナ禍におけ

る市民公開講座の開催方法として、収容人数を制

限しソーシャルディスタンスを保ちながらの集合

形式、Webを活用した現地＋オンラインのハイブリ

ッド形式などが開催されており、今後全国各地へ

の横展開が期待される。 

  啓発イベントに対しては、イベント用品の貸し

出し、啓発リーフレットの送付も行い支援を行っ

た。今後も新型コロナウイルスの感染拡大状況に

より、全国各地における市民公開講座、啓発イベ

ントともに自粛されることが想定されるが、腎臓

病療養指導士や患者会とも連携し、様々な方法に

よる普及啓発活動を検討する必要がある。 

  本事業によりコロナ禍における各県のCKD患者

対策の現状を共有することができた。CKD 対策には

行政も含めた多職種の連携が重要であり、今後も

このような取り組みは重要である。CKD 患者シール

については医療資源の多寡など地域差を考慮した

運用方法を検討する必要があると考えるが、薬剤

師との連携を深める上で役立つと思われた。 

 

E. 結論 

全国各地における普及啓発活動の実態が明らかと

なり、今後の普及啓発の推進、地域における診療

連携体制構築に向けての基礎的知見を得ることが

できた。今後費用対効果、地域の実情に適した方

法論を考案する必要がある。全国 12 ブロックにお

ける CKD 普及・啓発活動の実態調査、市民公開講

座、CKD 対策の広報活動の推進と課題の調査を行っ

た。本年度明らかになった課題について、コロナ

禍においても有効な普及・啓発活動を検討する必

要がある。 

 

 

G. 研究発表 

1.  論文発表 

Wakasugi M, et al. The Effect of CKD on 

Associations between Lifestyle Factors and 

All-cause, Cancer, and Cardiovascular 

Mortality: A Population-based Cohort Study. 

Intern Med. 60(14):2189-2200,2021 

 

2.  学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他 

 なし 
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R3 年度厚生労働科学研究費補助金（腎疾患政策研究事業） 

慢性腎臓病（CKD）に対する全国での普及啓発の推進、地域における診療連携体 
制構築を介した医療への貢献 （19FD1001） 

分担研究報告書 
 

啓発用資料の作成・広報・配布 
 

研究分担者：和⽥ 淳 岡山大学学術研究院医歯薬学域・教授 
研究分担者：⼭縣邦弘 筑波⼤学医学医療系・教授 
研究分担者：柏原直樹 川崎医科大学医学部・教授 
研究分担者：伊藤孝史 島根大学医学部附属病院・准教授 
研究分担者：中川直樹 旭川医科大学医学部・准教授 
 
研究協⼒者：⻑⽥太助 ⾃治医科⼤学腎臓内科・教授  
研究協⼒者：廣村桂樹 群⾺⼤学腎臓リウマチ内科学・教授  
研究協⼒者：原⼝和貴 原⼝内科腎クリニック・院⻑ 
研究協⼒者：上條祐司 信州⼤学医学部第⼆内科・准教授  
研究協⼒者：内⽥治仁 岡山大学学術研究院医歯薬学域・教授 

 
研究要旨 
慢性腎臓病（CKD）の普及啓発を目的に、患者向け療養生活指導用の資料を作成し、

冊子体として印刷した。啓発資料は日本腎臓病協会の各ブロックに配布し、ブロック

内で配布・共有した。各施設のメディカルスタッフにも配布し、各施設内外の指導方

針の統一を図った。また、医療従事者、行政機関、患者・家族、国民全体に対して、

コロナ禍の中でも使用できるCKDの普及・啓発を全国展開するために必要な共通した

資材（啓発冊子体、ロールアップバナー、公開講座・講演用スライド、CKD啓発動画

等）を作成し配布、また研究班HPやYouTubeへアップした。これら資材を活用しコロ

ナ禍で可能な範囲のブロック、都道府県単位での一般向け普及啓発・診療連携体制の

イベント開催などを行った。 
 
Ａ．研究目的 

CKDの普及啓発の真の目的はCKDに罹患

した患者の腎機能障害進行抑制による末期

慢性腎不全への進展阻止と、経過中に高頻

度に発生する心臓血管病（CVD）発症防止で

ある。このためには、効率的かつ全国共通

の資材開発およびその利活用を図ることが

重要である。そこで本年度は昨年度までに

作成した資材（ロールアップバナーやクイ

ズパネル）による効果の検証および、デジ

タルを活用した新たな動画作成など、コロ

ナ禍において可能な新たな資材開発を試み

た。また平易に記載した啓発資料を冊子体

で意見交換しながら作成し、メディカルス

タッフならびに患者に配布して、療養方法

の標準化、レベルアップを目指した。 

また医療従事者、行政機関、患者・家族、

国民全体にCKDにいて普及啓発を行い、より

多くの人が腎疾患対策を実践する体制を構

築することを目標とする。 

 

Ｂ．研究方法 

対象者（医療関係者、行政担当者、患者、

家族）に応じた、コロナ禍の中でも使用で

きる適切な資材を作成し、必要に応じて配

布した。 

・地域における普及啓発活動の評価 

日本腎臓病協会中国ブロック会議にて、地

域ごとの普及啓発活動（市民公開講座など）

の実施数、認知度の評価を都道府県、市町

村レベルで実施した。 

・コロナ禍の普及啓発活動に必要な新たな

資材の開発 

コロナ禍において現実的に実施可能な普及



 

 18 

啓発およびその際に使用する必要かつ最適

な資材について検討し、必要な資材を新た

に開発した 

・開発した資材の横展開～全国への利活用

に向けて 

開発した資材を日本腎臓病協会各ブロック

代表に共有、全国展開し、どこでも活用で

きるようにした。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究において作成した啓発資料の内容

その他の研究についてはそれぞれ該当する

倫理指針に則り、十分注意を払ったうえで

取り扱いを行った。 

 

Ｃ．研究結果 

１）2022 年 1 月 20 日にオンラインによる

日本腎臓病協会中国ブロック会議を開催し

た。合計 13の各県および各市町村代表者に

参加いただき、それぞれの CKD 対策の実施

状況、具体的には普及啓発活動（市民公開

講座など）の実施数、認知度の評価、取り

組んでいる対策などを発表し、事例を共有

した。また 2 グループに分かれて、意見交

換をした。昨年度までに開発した資材の活

用事例が共有されたが、いずれの市町村に

おいてもおおむね好評であり、今年度の継

続使用を明言する市町村、新たに配布した

市町村での活用が見込まれた。 

 

２）コロナ禍の普及啓発活動に必要な新た

な資材の開発 

 対面によらない普及啓発の方法として、

懸垂幕、ロールアップバナーの活用に加え

て、行政、マスメディアなどと協力し、with

コロナ時代の TV、新聞というマスメディア

の活用や、デジタル時代にあわせたソフト

の活用が検討された。糖尿病性腎症重症化

予防プログラムとの連携が取られている自

治体・市町村においても、腎症重症化予防

にも活用可能な資材について意見交換をし

た。その結果、以下のような資材の開発を

行った。①新たに懸垂幕の作成・配布、②

ロールアップバナーの作成・配布、③デジ

タルサイネージ用の CKD 普及啓発動画作成、

④二次元バーコードを添付したポスターの

作成・配布 

 まず、懸垂幕、ロールアップバナーのさ

らなる配布を行った。これらを市庁舎や図

書館などにおいて、掲出した。島根県では、

3月の世界腎臓デーに合わせて 8市 11長町

村で、岡山県では、3 月の世界腎臓デーに

合わせて、岡山県庁、岡山市庁、岡山高島

屋、笠岡市役所に加え、新たに津山市およ

び美作市にて懸垂幕の掲出を行った。また

岡山県庁、岡山市庁、笠岡市立図書館、新

見市庁、美作市庁、井原市庁に加え、瀬戸

内市庁、津山市庁に新たにロールアップバ

ナーを配布し、掲出を行った。 

 

 

 

 

 また TVの活用として、岡山県内では、美

作市で地方ケーブルTVにてCKD啓発番組を

作成、1 週間以上にわたり繰り返し放映し

た、笠岡市では CKD 啓発ポスターを一定期

間広告した。 

 

 

 デジタル時代にあわせた普及啓発として、

最近様々な場所でデジタルサイネージがみ

られる。各病院・診療所内であったり、駅・

県市庁舎内など公共の場であったり、場所

も様々であるが、それらの画像サイズや画

面の数も様々である。そこで多様なデジタ

ルサイネージに動画として放映できるよう

に、昨年度合計 4種類の動画を作成したと

ころ、好評であった。そこで今年度は小児

と腎移植に関する啓発を目的とした、CKD
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啓発動画シリーズ第 3話「早期受診で子供

たちの腎臓を守ろう！」横および縦（各 15

秒）、CKD 啓発動画シリーズ第 4話「臓器提

供という選択」横および縦（各 15 秒）を作

成した。15 秒版は TV 広告や YouTube 広告

にも利活用しやすいという長所がある。 

 岡山駅前には合計 30 面を越える縦型の

デジタルサイネージがあり、そこに第 1～4

話を 2 週間ずつ放映した。また横型のデジ

タルサイネージは、岡山県庁、岡山市中区

区役所、岡山市北区役所、岡山市東区役所

岡山、駅地下通路沿い、などで放映された。

ケーブル TV での普及啓発番組内でも放映

した。健康教室や栄養士研修会を行った市

町村においても教室前、休憩時間あるいは

研修の奏で動画を放映した。 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

世界腎臓デーにあわせた啓発活動としては、

従来ポスター掲出やパンフレット配布によ

る普及啓発も行ってきたが、昨年度から普

及啓発用ポスターを掲出する際に二次元バ

ーコードを添付し一般市民自身が持つスマ

ートフォンやタブレットを用いてできるク

イズを付け加えた。今年度は、ポスターに

加え、新聞広告での普及啓発記事に二次元

バーコードを添付した。具体的には、二次

元バーコードをスキャンすると 5 問のクイ

ズ；①腎臓は体のどこにあるでしょうか、

②腎臓の働きは何でしょうか？、③慢性腎

臓病という言葉を知っていますか？、④CKD

という言葉を知っていますか？、⑤CKD と

はどういう意味でしょうか？という設問を

準備し、自由に挑戦・解答および答え合わ

せができるようにした。短い期間ではあっ

たが合計 25 名の参加を得た。 

 

 

 

日本腎臓病協会北関東ブロック（茨城：

山縣邦弘（代表）、栃木：長田太助、群馬：

廣村桂樹、山梨：原口和貴、長野：上條祐

司）では、CKD 診療ガイドラインや CKD 診

療ガイドを基に作成した CKD 患者向け広報

誌 BEANSの別冊として小冊子を作成し、各

県の主要施設に配布し、コメディカル等の

重症化予防のため指導方法の統一化と同時

に患者並びに患者家族への CKD の普及啓発

を行った。 
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３）開発した資材の横展開～全国への利活

用に向けて 

これら開発資材は、日本腎臓病協会各ブ

ロック長を通じて希望調査を行い、それに

応じて新たに作成、配布した。新たに作成

した動画は当研究班のホームページにアッ

プし、いつでもどこでも自由に download

できるようにした。こういった資材を全国

で利活用していただけるようにするため、

実際の活用事例を、ブロック会議などを通

じて共有した。 

 

Ｄ．考察 

 昨年に続き今年度も COVID-19 の流行に

より、これまで開発を進めてきた資材に加

え、withコロナ時代のニューノーマルにあ

わせた新規資材開発が望まれた。 

 昨今の COVID19対策の中で最も重要な対

策のうちのひとつ「3 密を避けること」の

できる資材として、懸垂幕やロールアップ

バナーの継続した活用は大変重要である。

普及啓発の拡がりには、時間的・空間的に

継続することが大変重要で、短期的情報は

すぐに失われていく。昨年まで普及啓発が

進んでいなかった自治体・市町村へ拡大し

ていくことも必要であり、地域ごとに活用

（再活用含めて）しやすい最適な資材の開

発および提供も欠かせない。 

昨年度に引き続き、今年度も蔓延防止な

どの外出制限下が継続され、従来の対面型

講演会や展示などによる CKD 普及啓発が中

止、あるいは、その規模の相当な制限が必

要であった地域も多く存在した。これらイ

ベント形式は、各自治体・市町村・医療圏

といった枠組みや、地域の感染状況によっ

ても大きく異なった。いくつかの地域では

オンラインによる CKD 公開講座の開催に加

え、さらには対面とオンラインのハイブリ

ッドによる講演会などが試みられた。これ

らの講演会などで簡便に使用可能なスライ

ドや動画などの資材開発が望まれた。動画

は TV などマスメディアにおいても使用可

能である。COVID-19の影響により例年より

広告が減った事情もあり、今年度もケーブ

ル TV では積極的な啓発番組放映を行って

いただけた。デジタルサイネージを利用し

た普及啓発も COVID-19 蔓延下では活用を

期待された。今年度は昨年以上に使用して

いただいた自治体・市町村や病院・クリニ

ックが増え、総じて好評であった。こうい

った動画は、病院・診療所内や公共の場な

どその場所や規模などに応じて活用可能な

形のものを掲出することで、一般住民の目

にふれる可能性が拡がった。また YouTube

という動画プラットフォームに開発した動

画を掲出することで爆発的な視聴が認めら

れた（動画のうち1種類は約23万回視聴）。

これらは特に動画を視聴する世代へ向けた

普及啓発において大変効果的である可能性

が考えられた。同様に、二次元バーコード

による啓発方法も、スマホやタブレットを

日頃から使用している世代に対しては、利

用しやすい形態と考えられた。CKD 普及啓

発資材は、独自で作成されている都道府県

も少なくない。当研究班で開発した資材も

あわせて、必要に応じて利活用していくこ

とで、さらなる普及啓発が進むと期待され

る。 

 

Ｅ．結論 

COVID19 感染症が依然蔓延している状況

下で、従来の対面型講演会、市民公開講座

や街頭での啓発活動の開催は、一部厳重な

感染対策をとることで実施できた地域もあ

ったが、ほとんど実施することができなか

った。一方、デジタルを活用したオンライ

ン講演会あるいは対面とのハイブリッド型

講演会、市民公開講座の実施が進んだ。 

デジタルサイネージや、スマホ・タブレ

ットなどを利用した新しい形での普及啓発

資材開発の拡充を行った。新規に作成した

動画は小児や移植に関する普及啓発につな

がり、CKD 対策の対象がさらに拡がるとと

もに、その内容が拡充された。さらにこれ

らの動画を研究班のホームページに加え、

YouTube へアップすることで爆発的に多く

の一般の方々へ目にふれることができた。

これらを利活用することで、いまだに続く

COVID19 対策による行動制限下でも好評に、
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比較的簡便に利用し普及啓発活動を行うこ

とができた。 

この研究班設置 3 年間の中において、

COVID19 感染により社会情勢がドラマチッ

クに変化したことをうけ、普及啓発資材の

ニーズの多様性がクローズアップされた。

情報があふれる時代において、一般市民の

方々の情報源も多様化しており、そのため

に様々な資材を開発・活用することで、一

般市民に慢性腎臓病（CKD）が広く普及して

いくと考えられた。 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

なし 

2.  学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

1. 特許取得 

 なし 

2. 実用新案登録 

 なし 

3.その他 

 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（腎疾患政策研究事業） 

 

慢性腎臓病（CKD）に対する全国での普及啓発の推進， 

地域における診療連携体制構築を介した医療への貢献 

分担研究報告書 

 

診療連携体制の構築支援 

 

 

研究分担者：旭 浩一 岩手医科大学医学部・教授 

研究分担者：丸山彰一 名古屋大学大学院医学系研究科・教授 

研究分担者：向山政志 熊本大学大学院生命科学研究部・教授 

研究分担者：柏原直樹 川崎医科大学医学部・教授 

研究分担者：伊藤孝史 島根大学医学部附属病院・准教授 

 

 

研究要旨 

 日本腎臓病協会慢性腎臓病対策部会（J-CKDI）の各都道府県，各ブロック代表にアンケ

ート調査を実施し，診療連携体制構築に関する実態につき解析した．22 都道府県から回答

があり，都道府県単位を中心とする会議体の設置，専門医紹介基準の周知などの体制構築

のための基盤整備が進展していることが確認された．また市町村，二次医療圏単位を中心

とする 35 の CKD 診療連携制度が抽出され，うち 30 の個別連携制度の詳細が把握された．

情報の集積と共有により，各地域の実情に適合した CKD 診療連携体制の立案・実施・改善

への支援が効率的に進展することが期待される． 

 

 

A．研究目的 

 地域における CKD 重症化予防のための診

療連携体制の構築のため，（１）地域の腎専

門医と腎臓領域に見識のあるかかりつけ医

や他職種等との連携（２）各地域の腎臓専

門医療機関等の所在情報の一元化，（３）好

事例を収集と共有，（４）地域の体制構築の

ための会議体の設置と進捗管理のための定

例会議の実施，（５）紹介基準（かかりつけ

医～専門医，専門医間）の普及促進，（６）

連携実績（腎臓専門機関への紹介率，逆紹

介率）の検証が求められ，各地で取り組み

が進んでいる．当研究班の年度末アンケー

ト調査で実態を把握するとともに，得られ

た情報を地域の診療連携体制の構築に活用

する． 

 

 

B．研究方法 

 2020年度の年度末アンケート調査（回答

票：図 1-1，1-2)につき 2021 年 7 月までに

寄せられた回答を集計し，診療連携体制構

築に関する実態につき解析を行い，体制構

築に活用する． 

 

I．令和 2年（2020）年度末アンケート調査 

送付先：日本腎臓病協会慢性腎臓病対策部

会(J-CKDI)各都道府県代表およびブロック

代表 

調査期間：2021 年 3月〜 

調査方法：メールにより回答票を送付，回

収 

解析対象：2021 年 7 月までに回答のあった

22 都道府県（北海道，山形，宮城，群馬，

埼玉，東京，千葉，長野，富山，福井，三

重，奈良，京都，兵庫，岡山，広島，香川，

徳島，鳥取，島根，佐賀，宮崎） 

 

調査項目： 

１．診療連携体制の実態調査  

1）各県内の腎臓専門医数，腎臓学会研修施

設数 または 腎臓専門医所属施設数，それ

以外の専門医療機関の数 

2）会議体の設置の有無，数，単位エリア（ブ



 

 23 

ロック、都道府県、市区町村、二次医療圏），

専門医・専門医療機関リストの作成の有無 

3）CKD の重症度による紹介基準（専門医紹

介基準 2018）の周知の有無，周知の単位エ

リア（都道府県全域、市区町村、二次医療

圏） 

4）エリアの CKD 診療連携制度の有無，数，

単位エリア（都道府県、市区町村、二次医

療圏）:（有の場合，個別連携制度の詳細調

査※へ） 

5）連携実績 

① CKD 診療連携制度に参加しているか

かりつけ医数 

② CKD 診療連携制度に参加している専

門医療機関数 

③ CKD の重症度による紹介基準に則っ

た腎臓専門医療機関等への紹介

数・逆紹介数 

④ CKD の重症度による紹介基準に則っ

た腎臓専門医療機関等への紹介

施設数・逆紹介施設数 

 

２．行政・団体との連携状況 

1)行政との連携の有無，連携状況 

糖尿病対策推進会議との連携の有無 

2)患者会との連携の有無，具体的内容 

3)医師会，その他の団体・専門職との連携

の有無，医師会との連携状況（良，可，不

良），連携している専門職（看護師・保健師，

管理栄養士，薬剤師，その他）・団体（歯科

医師会，薬剤師会，栄養士会，その他）（複

数回答可） 

 

 

 

 
 

図１-1 アンケート回答票１ 
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図 1-2 アンケート回答表２（※個別連携制度の詳細調査） 

 

※個別連携制度の詳細調査 

1. それぞれの連携制度の名称 

2. 運用開始時期（〜2018 年度，2019 年

度，2020年度） 

3. 連携制度のカバーするエリア（都道府

県全域，二次医療圏，単独市町村，そ

の他） 

4. 参画する専門医数（４人未満，４人以

上） 

5. 連携の基準（専門医紹介基準 2018 に

準拠，または地域の実情に応じた独自

の基準を設定か） 

6. 連携パスまたは連携様式の使用の有

無 

7. 医師会との連携の有無と医師会の単

位（都道府県，郡市区） 

8. 医師会との連携の状況（良好，不良，

不明） 

9. 行政との連携の有無と行政の単位（都

道府県，郡市区） 

10. 行政との連携の状況（良好，不良，不

明） 

11. 糖尿病性腎症重症化予防プログラム

との連携の有無 

12. 多職種連携の有無，連携している職種

（看護師・保健師，管理栄養士，薬剤

師，その他）（複数可） 

13. 腎臓病療養指導士の参加の有無 

14. 患者会との連携の有無，連携団体名 

15. 連携実績（紹介・逆紹介）の定期的集

計の有無 

16. 連携の全体的評価（S:優れている，A:

評価できる，適切である，B:やや改善

を要する，C:改善を要する，F:不明） 

17. 連携の好事例、問題点その他（自由記

載） 

 

II．集計結果の活用 

 アンケート調査の情報を活用し，地域の

診療連携体制の構築のため効果的な情報共

有を図る． 

 

 

C．研究結果 

I．令和 2年（2020）年度末アンケート調査 

診療連携体制構築 

１．診療連携体制の実態調査 

2）会議体の設置：21/22 県，35 会議体 

• 単位エリア（複数回答可）：ブロック

（2）都道府県（15）市区町村（12）

二次医療圏（6）不明（1））， 

• 専門医・専門医療機関リストの作成：

14/22 県 

3）CKD の重症度による紹介基準（専門医紹

介基準 2018）の周知：17/22 県 

• 周知の単位エリア（複数回答可）：都

道府県全域（11）市区町村（8）二次

医療圏（2） 

4）各エリアの CKD 診療連携制度：15/22 県，

35 制度※ 

• 単位エリア（複数回答可）：都道府県

（3）市区町村（12）二次医療圏（7） 

5）連携実績 

集計方法が都道府県ごとに異なっていたた

め，今回の解析対象から除外した． 
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２．行政・団体との連携状況 

1）行政との連携の有無（有 21，無 1），連

携状況（良 15，可 5，不良 2）， 

   糖尿病対策推進会議との連携の有無

（有 21，無 1） 

2）患者会との連携の有無，具体的内容（有

12，無 10） 

3）医師会，その他の団体・専門職との連携

の有無（有 20，無 2），医師会との連携状況

（良 11，可 10，不良 0，無回答 1），連携し

ている専門職（看護師・保健師 18，管理栄

養士 17，薬剤師 17，その他 0）・団体（歯

科医師会 5，薬剤師会 12，栄養士会 12，そ

の他 0）（複数回答可） 

 

※ 個別連携制度の詳細調査 

抽出された 35 制度のうち 30 制度について

詳細調査に協力が得られた．連携制度の都

道府県名，制度名を表 1に，30 制度の詳細

調査の回答の内訳を表 2に示す．  

 

 

 

 

表 1 今回抽出された CKD 連携制度 

 

 

表 2 個別連携制度の詳細調査（30 制度）：回答内訳 

 

 

 好事例の自由記載の主なものとして次の

2つの連携制度を挙げる． 

高崎市 CKD 病診連携 

 2020 年より国保特定健診、国保人間ドッ
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ク、後期高齢者健診の受診者に対して、糖

尿病性腎臓病重症化予防プログラムと CKD

病診連携を一体化して、高崎市生活習慣重

症化予防事業として、受診勧奨を実施する

こととなった。糖尿病性腎臓病 224名、糖

尿病性腎臓病以外の慢性腎臓病 352名に受

診勧奨の連絡を行い、糖尿病性腎臓病 

50.4%、慢性腎臓病 57.1%の患者が受診した

（暫定値）。 

  

東京都・みなと CKD 連携 

 みなと CKD 連携 HP 上で作成された紹介状

の eGFR や蛋白尿等を含むデータが、2021

年 6 月よりデータベース化される。また、

同年 7 月から、昨年度の特定健診受診者の

うち、尿所見の軽度な糖尿病患者に対する

微量アルブミン健診が、区内約 120 施設の

協力により開始され、有所見者は区内 7 か

所の腎臓専門機関（うち少なくとも 3 施設

に腎臓病療養指導士が在籍）に紹介される

予定。 

 

II．集計結果の活用 

 東北ブロック各県代表の集会において，

本アンケート調査で収集された情報をもと

に，ブロック内各県と類似の医療状況にお

いて腎臓病療養指導士の育成、多職種連携、

医療連携体制整備に適用可能な好事例のあ

る地域（北海道）から演者を選定し情報共

有を行った．（Tohoku Nephrology Research 

Conference for Nephrologist 2021，特別

講演：「透析導入遅延を目指した CKD 診療〜

北北海道の取り組み〜」，演者：旭川医科大

学 内科学講座 循環・呼吸・神経病態内科

学分野 中川直樹 准教授，2021 年 11 月 27

日，盛岡市．） 

 

 

D．考察 

 22 都道府県のほとんど全てで CKD 対策の

ための会議体が設置済みであり，単位エリ

アとして都道府県・市町村レベルを中心に

活動が展開している．また，専門医・専門

医療機関のリストは回答都道府県のうち約

7 割で作成済みで，専門医紹介基準の周知

も約 8割で実施済みである．  

 今回，地域個別の CKD 診療連携制度の比

較的詳細な状況が把握されたが，専門医紹

介基準について地域の実情に応じた独自の

基準を設定している地域があり，その背景

の把握が必要と考えられる．また個別の連

携制度の連携実績の定期的集計が約 2/3 で

行われており，制度毎の運用実態の横断

的・縦断的把握が可能な体制の整備が進ん

でいる．今回抽出された個別制度の好事例

から健診結果に基づく保健指導，受診勧奨

が進展していることが推察され横展開に期

待が持たれる．類例が多く存在することが

窺われるが，事例のような保健（健診）・医

療（かかりつけ医）連携の把握を網羅的に

把握することは難しいと考えられる．今後

市区町村（国保）の各種重症化予防の保健

事業を効率的に把握するためのアプローチ

を検討することが必要と考えられる． 

 本アンケート調査のような広汎な事例集

積とそのデータベース化は，好事例の効率

的な横展開や情報共有に活用が可能であり，

地域の実情に応じた連携体制の構築や改善

の支援に繋がると考えられる． 

 

 

E．結論 

 地域における CKD 診療連携体制構築のた

めの活動実態把握を目的とする年度末アン

ケート調査実施した．都道府県単位を中心

とする体制構築のための基盤整備は進展し

ている．市町村，二次医療圏単位を中心と

する個別の連携制度の詳細情報を今後も経

年的に集積してデータベース化して共有す

ることにより，各地域の実情に適合したCKD

診療連携体制の立案・実施・改善への支援

が効率的に進展することが期待される． 
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慢性腎臓病（CKD）に対する全国での普及啓発の推進、 

地域における診療連携体制構築を介した医療への貢献 

 

分担研究報告書 

 

人材育成 

 

研究分担者：伊藤孝史 島根大学医学部附属病院・准教授 

研究分担者：旭 浩一 岩手医科大学医学部 教授 

研究分担者：深川雅史 東海大学医学部・教授 

研究分担者：柏原直樹 川崎医科大学医学部・教授 

 

研究要旨 

本研究の目的は、腎臓病診療における多職種連携・チーム医療にとって重要な役割を果た

す腎臓病療養指導士制度の充実、指導士数の増加、均てん化を図ることである。腎臓病療

養指導士数は確実に増加しているが、地域間、職種間での連携の強化、モチベーションア

ップや知識の向上のための方策が進み始めたところである。また、多職種連携の有効性も

示されてくることが期待される。 

コロナ禍でも継続して人材育成を行い、慢性腎臓病診療における診療連携体制の構築に役

立つように、各都道府県に腎臓病療養指導士連携協議会の設置も進められており、本制度

のさらなる充実が進むことが期待される。 

 

Ａ．研究目的 

慢性腎臓病診療においては医師、看護師、

管理栄養士、薬剤師を始めとする多職種連

携・チーム医療が必須であり、平成29年度

から腎臓病療養指導士制度が運営されてい

る。本研究では、日本腎臓病協会認定の腎

臓病療養指導士制度の確立、指導士数の増

加、均てん化は勿論であるが、地域間、各

職種間での連携の強化、知識の向上を図る。

さらに腎臓病学を専攻した医師に対するセ

ミナーを開催し、慢性腎臓病診療における

人材育成を目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

１） 日本腎臓病協会と連携し、腎臓病療養

指導士数増加のための方策を検討する。 

２） 日本腎臓病協会、日本腎臓学会と連携

して腎臓病療養指導士対象のセミナー

等を開催し、各地域間、各職種間での

連携強化を支援する。 

３） 腎臓病学を専攻した後期研修医を対象

に「腎代替療法専攻医セミナー」を開

催し、若手医師への教育を行う。 

４） その他の療養指導士（糖尿病療養指導

士、生活習慣病改善指導士、高血圧・

循環器病予防療養指導士、腎臓リハビ

リテーション指導士など）と連携を取

り、CKD 診療連携体制の強化を図る。 

 

（倫理面への配慮） 

腎臓病療養指導士の氏名、職場、職種

などの個人情報の取り扱いに関しては、

倫理面への十分な配慮を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

1) 令和元年度は、新型コロナウイルス感

染のため中止となったが、令和2年度、

3年度はオンラインで講習会を開催し

た。講習会受講者数は平成29年度1203

名、平成30年度617名、令和元年度312

名、令和2年度727名、令和3年度425名

であった。平成29年度第1回の腎臓病療

養指導士734名（看護師434名、管理栄

養士154名、薬剤師146名）、平成30年

度には317名（看護師189名、保健師3名、

管理栄養士57名、薬剤師68名）、令和

元年度には405名（看護師238名、保健

師1名、管理栄養士77名、薬剤師89名）、

令和2年度には209名（看護師107名、保
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健師2名、管理栄養士31名、薬剤師69名）、

令和3年度には270名（看護師127名、保

健師5名、管理栄養士42名、薬剤師96名）

が認定された。 

現在1935名の腎臓病療養指導士の職種

別内訳は、看護師1095名、保健師11名、

管理栄養士361名、薬剤師468名である。 

2) 日本腎臓病協会、日本腎臓学会と連携

し、腎臓病療養指導士関連セッション

を開催した。令和3年6月18-20日の第64

回日本腎臓学会学術総会では「腎臓病

療養指導士の活動の実際」と題するワ

ークショップが開催され41名/90名（現

地/オンデマンド）が聴講、令和3年9月

25-26日の第51回日本腎臓学会東部学

術大会では「CKDの多職種包括的診療」

というシンポジウムが開催され101名

（オンデマンド）、令和3年10月15-16

日の第51回日本腎臓学会西部学術大会

では「CKDの多職種包括的診療」といシ

ンポジウムが開催され139名（オンデマ

ンド）、令和3年11月6-7日第15回日本

腎臓病薬物療法学会学術集会では「チ

ーム医療において腎臓病療養指導士が

果たす役割」というシンポジウムが開

催され643名の聴講があり、熱い議論が

繰り広げられた。 

令和2年度末の腎臓病療養指導士の都

道府県別の人数を示す。 

 
さらに、腎臓専門医と腎臓病療養指導

士数の関係を示す。 

腎臓専門医が多いところに、腎臓病療

養指導士も多い傾向が見られた。 

 
令和2年度末のアンケート調査では、腎

臓病療養指導士を増やす方策の有無に

関しては、回答のあった半分の都道府

県で有と回答している。また、腎臓病

療養指導士との連携を強化、知識の向

上のための研修会等の有無についても、

1/4の都道府県で有と回答している。実

際に、京都府では腎臓病療養指導士会

も設立されている。他領域の療養指導

士との連携の有無については、1/10の

都道府県のみで有と回答しており、ま

だ進んでいないことがわかった。今後、

日本腎臓病協会の各都道府県代表と連

携を取り、腎臓病療養指導士連絡協議

会（仮名）の設立を目指している。現

在、令和3年度の改訂版アンケートを回

収中である。 

 また令和3年度には、「腎臓病療養指

導士のためのCKD指導ガイドブック」を

発刊した。 

 
3) 令和元年度は第一回腎代替療法専攻医

セミナーが開催されたが、令和2年度、

3年度は開催されなかった。 

4) その他の療養指導士（糖尿病療養指導

士、生活習慣病改善指導士、高血圧・

循環器病予防療養指導士、腎臓リハビ

リテーション指導士など）との連携に

関しては、糖尿病療養指導士と高血
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圧・循環器病予防療養指導士との連携

がそれぞれ１件ずつ計画されていた。

今後、広がっていくことが期待される。 

 

Ｄ．考察 

 腎臓病の療養指導とチーム医療に関する

基本的知識と技能を有した腎臓病療養指導

士は確実に増加しているが、コロナ禍で受

験する人数が減っており、増加も抑えられ

ている。また、地域差が認められ、腎臓専

門医の分布とも関係がありそうである。今

後は、療養指導士の継続的な育成と適切な

配置等を検討しておく必要がある。さらに、

現在の腎臓病療養指導士は、その多くが基

幹病院に在籍している。調剤薬局の薬剤師

や行政にいる保健師、管理栄養士など、患

者さんや一般住民に接することの多い職種

の方々に腎臓病療養指導士の資格が取れる

ような働きが必要である。 

各都道府県で診療連携の一員としてかか

りつけ医と連携体制の構築のために連携協

議会等の設置が徐々に進んできているが、

モチベーション維持のためにも、療養指導

士間の情報交換や活躍の場を提供していく

方策を考える必要がある。 

 また、今後の保険収載に向けて、多職種

連携の有用性を検証していく必要がある。 

 令和2年度より「慢性腎臓病（CKD）患者

に特有の健康課題に適合した多職種連携に

よる生活・食事指導等の実証研究」（研究

代表者 要伸也）が立ち上がっており、今後

の研究成果が待たれる。 

  

Ｅ．結論 

腎臓病療養指導士は確実に増加してきて

いるが、さらなる地域間、職種間での連携

の強化、モチベーションアップや知識の向

上のための方策が進み始めたところである。

また、多職種連携の有効性も示されてくる

ことが期待される。コロナ禍でも継続して

人材育成を行い、慢性腎臓病診療における

診療連携体制の構築に役立つように、各都

道府県での更なる活動の支援が重要である。 
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9月16日 木 岩手 気仙地区　CKD　Update　2021 大船渡市 大船渡プラザホテル 田辺三菱製薬株式会社

9月17日 金 岩手 第771回奥州市医師会医学後援会（糖尿病性腎症疾患対策研修会） 奥州市 水沢サンパレスホテル 奥州市医師会、奥州市薬剤師会、協和キリン株式会社：共催

9月28日 火 鳥取 倉吉CKDフォーラム 倉吉市 ホテルセントパレス倉吉 協和キリン株式会社、鳥取県中部医師会：共催

9月29日 水 長野 腎性貧血Up to Date(Web講演会） Web開催 田辺三菱製薬株式会社

10月6日 水 山口 CKDセミナーin宇部 宇部市 国際ホテル宇部 協和キリン株式会社

10月18日 月 島根 生活習慣病予防教室「益ます元気教室」（テーマ：糖尿病予防） 益田市 益田市立保健センター3階　大ホール 益田市福祉環境部健康推進課

10月18日 月 東京 第2回糖尿病性腎症懇話会 八王子市 京王プラザホテル八王子 協和キリン株式会社

10月21日 木 岩手 糖尿病性腎症疾患対策研修会（久慈医師会） 久慈市 久慈グランドホテル 一般社団法人　久慈医師会

10月21日 木 岩手 久慈医師会薬剤師会学術講演会 Web開催 久慈医師会、久慈薬剤会、小野薬品工業株式会社、アストラゼネカ株式会社：共催

10月22日 金 山梨 CKD診療Update 2021 in 山梨 甲府市 古名屋ホテル 山梨県薬剤師会、山梨県病院薬剤師会、山梨県医師会：共催

10月22日 金 東京 第2回東葛飾CKD治療を考える会 墨田区 東武ホテルレバント東京 協和キリン株式会社

10月26日 火 新潟 新潟県CKD治療フォーラム 新潟市 ホテル日航新潟 アストラゼネカ株式会社、小野薬品工業株式会社

10月27日 水 大阪 Scientific Exchange Meeting For Shikoku Web開催 アストラゼネカ株式会社

10月27日 水 岩手 糖尿病性腎症疾患対策研修会（紫波郡医師会） 紫波郡 矢巾町活動交流センター「やはぱーく」 一般社団法人　紫波郡医師会

10月28日 木 岩手 糖尿病性腎症疾患対策研修会（二戸医師会） 二戸市 二戸パークホテル 一般社団法人　二戸医師会

10月28日 木 岩手 二戸医師会腎臓病講演会 二戸市 二戸パークホテル 二戸医師会、二戸薬剤師会、協和キリン株式会社：共催

10月29日 金 東京 CKD連携を考えるinあらかわ 荒川区 ホテルラングウッド 協和キリン株式会社

10月30日 土 新潟 CKD市民公開セミナー in 新潟 2021 新潟市 アートホテル新潟駅前 協和キリン株式会社、新潟県（予定）、NPO法人日本腎臓病協会：共催

11月1日 月 北海道 CKD Online Symposium 旭川市 旭川トーヨーホテル  Web開催 小野薬品工業株式会社、アストラゼネカ株式会社

11月2日 火 佐賀 CKD Online Meeting in SAGA Web開催 アストラゼネカ株式会社、小野薬品工業株式会社

11月11日 木 沖縄 CKD地域医療連携セミナーin OKINAWA Web開催 小野薬品工業株式会社、アストラゼネカ株式会社

11月11日 木 秋田 第3回大館北秋田地区　糖尿病重症化予防を考える会 大館市 大館市立総合病院　第3会議室 協和キリン

11月11日 木 北海道 CKD多職種連携カンファレンス Web開催 バイエル薬品株式会社

11月12日 金 東京 第2回新小岩　じん臓を支える会 墨田区 東武ホテルレバント東京 協和キリン株式会社

11月13日 土 群馬 健康フェスタ2021　腎臓を大切に！！！ 高崎市 イオンモール高崎 群馬県慢性腎臓病対策推進協議会、群馬県、イオン高崎店

11月18日 木 岩手 花巻市医師会学術講演会 花巻市 ホテルグランシェール花巻+ZOOM 花巻市医師会、小野薬品工業株式会社、アストラゼネカ株式会社：共催

11月18日 木 岩手 糖尿病性腎症疾患対策研修会（花巻医師会） 花巻市 ホテルグランシェール花巻 一般社団法人　花巻市医師会

11月25日 木 岩手 糖尿病性腎症疾患対策研修会（北上医師会） 北上市 ブランニュー　キタカミ 一般社団法人　北上医師会

11月25日 木 岩手 第624回　北上医師会医学集談会 北上市 ブランニュー　北上 協和キリン株式会社

11月27日 土 岩手 TNN2021）Tohoku Nephrology Research Conference for Nephrologist　腎臓専門医のための東北腎臓研究会 盛岡市 盛岡グランドホテル1F　「飛天の間」+Web開催 田辺三菱製薬株式会社

11月30日 火 香川 木田地区医師会学術講演会 Web開催 木田地区医師会、アストラゼネカ株式会社、小野薬品工業株式会社：共催

11月30日 火 山口 New topics seminar～心臓連関を考える～ 宇部市 ANAクラウンプラザホテル宇部「梅の間」 ノバルティスファーマ株式会社、大塚製薬株式会社：共催

11月30日 火 北海道 CKD診療を考えるWEBセミナー Web開催 田辺三菱製薬株式会社

12月4日 土 東京 腎臓病の克服を目指して～CKD重症化予防を考える～ Web開催 バイエル薬品株式会社

12月5日 日 岩手 2021年奥州市民公開講座 奥州市 奥州市文化会館　Zホール 協和キリン株式会社

12月6日 月 東京 CKD治療戦略セミナー　in JOTO 墨田区 第一ホテル両国　5階　「北斎」 アステラス製薬株式会社
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12月7日 火 神奈川 第4回糖尿病性腎症対策セミナー 西区 TKPガーデンシティPREMIUMみなとみらい 神奈川県内科医学会、神奈川県医師会、神奈川県、協和キリン株式会社：共催

12月8日 水 青森 腎疾患病診連携を考える会 Web開催 協和キリン株式会社

12月9日 木 香川 慢性腎臓病Up to Date～薬理学からSGLT2阻害薬を考える～ 高松市 高松国際ホテル 小野薬品工業株式会社、アストラゼネカ株式会社

12月13日 月 東京 第3回足立・葛飾CKD懇話会 墨田区 東武ホテルレバント東京 協和キリン株式会社　東京支店

12月16日 木 岩手 気仙医師会学術講演会 大船渡市 大船渡プラザホテル 協和キリン株式会社

12月22日 水 神奈川 STOP！！CKD　Webセミナー in 横浜支部 横浜市 Web開催 協和キリン株式会社

1月20日 木 北海道 札幌市中央区糖尿病重症化予防を考える会 Web開催（配信会場：ロイトン札幌） 札幌市医師会、小野薬品工業株式会社：共催

1月20日 木 山口 CKD療養指導ミーティング 下関市 海峡メッセ下関　 協和キリン株式会社

1月25日 火 岩手 盛岡CKD連携講演会 盛岡市 アートホテル盛岡 盛岡市医師会、アステラス製薬株式会社：共催

1月26日 水 神奈川 横浜中部CKD対策セミナー 横浜市 Web開催 協和キリン株式会社

1月27日 木 岩手 令和3年度花巻市医師会　生涯教育講座　1月度例会 花巻市 ホテルグランシェール花巻 協和キリン株式会社

2月1日 火 香川 中讃地区　CKD連携を考える会 坂出市 坂出グランドホテル 田辺三菱製薬株式会社

2月4日 金 北海道 慢性腎臓病住民講演会 Web開催 慢性腎臓病対策連絡会議、北海道腎臓病患者連絡会、北海道糖尿病協会、全国健康保険協会北海道支部、協和キリン株式会社

2月10日 木 山口 kidner Partnership Seminar in 宇部～腎疾患における病診連携を考える～ 宇部市 国際ホテル宇部　3階「パール」またはオンライン配信（Teams） 田辺三菱製薬株式会社

2月16日 水 北海道 地域医療を考える会　in旭川 Web開催 旭川市医師会、旭川医科大学医師会、アストラゼネカ株式会社：共催

2月19日 日 神奈川 スッキリわかる！慢性腎臓病対策セミナー Web開催 神奈川県・協和キリン株式会社

3月1日 火 島根 「世界腎臓デー」啓発コーナー　 益田市 益田市立保健センター　～11日（金） 益田市福祉環境部健康増進課

3月3日 木 愛知 慢性腎臓病（CKD）キャンペーン2022 名古屋市 愛知県、公益財団法人愛知腎臓財団、慢性腎臓病（CKD）対策協議会

3月5日 土 愛知 世界腎臓デー2022in金山「もっと知ってほしい腎臓のこと～3月10日は世界腎臓デー」 名古屋市 金山駅　明日なる！広場 藤田医科大学ばんたね病院内科学腎臓内科

3月9日 水 東京 Jikei World Kidner Day 2022 港区 港区立男女平等参画センター　リーブラ 東京慈恵会医科大学　腎臓・高血圧内科

3月10日 木 茨城 第21回　茨城CKD研究会 つくば市 ホテル日航つくば　昴の間 茨城CKD研究会、一般社団法人茨城県病院薬剤師会、つくば市医師会、協和キリン株式会社

3月10日 木 神奈川 CKDとCVD治療Up to date～世界腎臓デー特別企画～ Web開催 横浜内科学会、横浜CKD連携協議会、大塚製薬株式会社、ノバルティスファーマ：共催

3月10日 木 北海道 世界腎臓デー啓発パネル展 札幌市 札幌駅前通地下広場北1条（東）憩いの場 慢性腎臓病対策連絡会議、北海道腎臓病患者連絡会、北海道糖尿病協会、全国健康保険協会北海道支部

3月11日 金 三重 三重県慢性腎臓病対策啓発活動 三重県全域 三重CKD委員会

3月11日 金 神奈川 第3回世界腎臓デーin鎌倉 鎌倉市 鎌倉芸術館小ホール 湘南鎌倉総合病院

3月11日 金 鳥取 そらまめ腎臓くん講演会 米子市 米子市立図書館　2階　多目的研修室 米子市役所　市民生活部保険課

3月13日 日 兵庫 兵庫腎慢性臓病シンポジウム2021 丹波篠山市 丹波篠山市四季の森生涯学習センター 兵庫県、NPO法人兵庫県腎友会

3月13日 日 鹿児島 世界腎臓デー　in　かごしま 鹿児島市 天文館本通りアーケード 世界腎臓デーinかごしま実行委員会、鹿児島市（鹿児島市CKD予防ネットワークプロジェクト会議）

3月16日 水 北海道 チームで考えるCKD患者さんの療養指導 Web開催（Zoomウェビナー） 協和キリン株式会社

3月17日 木 山口 第8回連携して診る糖尿病と腎臓病セミナー 宇部市 ANAクラウンプラザホテル宇部 アステラス製薬株式会社

3月17日 木 北海道 慢性腎臓病診療オンライン講演会in北海道 札幌市 ホテルモントレエーデルホフ札幌（配信会場）　※視聴者は各PCで視聴 アストラゼネカ株式会社、小野薬品工業株式会社

3月21日 月 岡山 世界腎臓デー2022 in おかやま「もっと腎臓をしろう　～ぼっけぇ大事なんじゃ～」 岡山市 岡山駅南地下道ももたろう観光センター前広場 岡山大学大学院医歯薬学総合研究科　腎・免疫・内分泌代謝内科学

3月21日 月 岡山 CKD（慢性腎臓病）県民公開講座「腎臓を守る生活習慣～コロナに負けない！」 岡山市 岡山県医師会館　三木記念ホール 岡山大学大学院医歯薬学総合研究科　腎・免疫・内分泌代謝内科学

3月25日 金 岩手 第12回釜石医師会学術講演会兼第32回糖尿病対策推進会議講演会 釜石市 チームスマイル釜石PIT 釜石医師会、釜石薬剤師会、釜石歯科医師会、協和キリン株式会社：共催

3月31日 木 東京 新しい時代のCKD診療を考える 世田谷区 東都三軒茶屋リハビリテーション病院 世田谷CKD対策ネットワーク、協和キリン株式会社：共催
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A. 各都道府県におけるCKDの普及啓発活動の調査

活動の形態：（　　　　　）に実施数を記載）（複数回答可） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　） （　　内容：　　　　　　　　　　　　　）

普及・啓発目的に使用した媒体（複数回答可） （　　　　　）

回数

参加した療養指導士延べ数

回数

アンケート調査結果報告会の有無、あれば具体的に

2) CKDの認知度向上、普及啓発を進める上での課題

B.診療連携体制構築 

各県内の腎臓専門医数

腎臓学会研修施設数 または 腎臓専門医所属施設数

会議体の数

単位エリア（ブロック，都道府県，市区町村(数），2次医療圏（数））の内訳（複数回答可） （数：　　） （数：　　）

専門医・専門医療機関リストの作成の有無

周知の単位（範囲：複数回答可）

エリアのCKD診療連携制度の有無

制度の数　

単位エリア（都道府県，市区町村(数），2次医療圏（数））の内訳（複数回答可） （数：　　） （数：　　）

①CKD診療連携制度に参加しているかかりつけ医数＊＊

②CKD診療連携制度に参加している専門医療機関数＊＊

③CKDの重症度による紹介基準に則った腎臓専門医療機関等への紹介数・逆紹介数

④CKDの重症度による紹介基準に則った腎臓専門医療機関等への紹介施設数・逆紹介施設数

行政との連携状況（先生自身の感覚で結構です）

糖尿病対策推進会議との連携の有無

2）

医師会，その他の団体・専門職との連携の有無

県医師会や郡市医師会との連携状況（先生自身の感覚で結構です）

専門職：

団体：

C.人材育成

具体的に（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

具体的に（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

具体的に（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

市民公開講座をはじめとする普及・啓発活動、腎臓病療養指導士が企画・参加するイベントはできる限りJKAに後援申請してください。

＊：腎臓学会研修施設、腎臓専門医所属施設には該当しないが、実質的な腎臓病診療を実施している施設

＊＊：CKD診療連携制度が「無」の場合は、自施設との連携かかりつけ医・施設数

：ドロップダウンリストから選択

日本腎臓学会で把握

日本腎臓学会で把握

腎疾患対策年度末アンケート調査（回答票1)

調査項目

1

1) 普及・啓発活動の実施数（JKAに申請していないもの）

1)-a

1)-b

2) 腎臓病療養指導士が参加した啓発活動の有無、その回数、参加した療養指導士数

有の場合2)-a

2)-b

3) 患者会が参加した啓発活動の有無、その数

有の場合3)-a

普及啓発活動の実態調査 

回答欄

数（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

数（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

数（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

数（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

2 CKDの認知度、普及度の調査

1) CKD認知度アンケート調査の有無、あれば具体的に（ブロック単位、都道府県単位、市区町村単位、イベント時など）

1)-a

具体的に（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

具体的に（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

1 診療連携体制の実態調査　

1)

2)

有の場合2)-a

2)-b

2)-c

4）

CKDの重症度による紹介基準（専門医紹介基準2018）の周知の有無3）

有の場合3)-a

4）-b

5）

5）-a

会議体の設置の有無、あれば具体的に（ブロック単位、都道府県単位、市区町村単位など）

5）-b

連携実績：　上記B-1-3)が有の場合はご担当エリア内の、無の場合は自施設のみの実績

上記以外の専門医療機関の数（わかる範囲で）＊

5）-c

5）-d

3)-b 連携している専門職・団体（複数回答可）

3)-a

有の場合4）-a

紹介数（　　　　　　　　　　　　　　　） 逆紹介数（　　　　　　　　　　　　）

紹介施設数（　　　　　　　　　　　　） 逆紹介施設数（　　　　　　　　　　 ）

数（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※有の場合個別の連携制度についての詳細項⽬調査(回答票2)へ

数（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

数（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

数（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

数（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4 他領域の療養指導士との連携の有無、あれば具体的に

2 腎臓病療養指導士を増やす方策の有無、あれば具体的に

3 腎臓病療養指導士との連携を強化、知識の向上のための研修会等の有無、あれば具体的に

1 各県内の腎臓病療養指導士数

2

患者会との連携の有無、あれば具体的に

3）

行政・団体等との連携状況

1) 行政との連携の有無

（　　　　　　　　　　）

日本腎臓病協会で把握

具体的に（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

1)-a

1)-b

市⺠公開講座 講演会 研修会 街宣活動 その他
新聞 ラジオ テレビ 雑誌 ミニコミ誌 ⾏政広報 ＳＮＳ 動画サイト その他

ブロック 都道府県 市区町村 2次医療圏

都道府県全域 市区町村 2次医療圏

都道府県 市区町村 2次医療圏

看護師/保健師 管理栄養⼠ 薬剤師 その他
⻭科医師会 薬剤師会 栄養⼠会 その他



1 それぞれの連携制度の名称（各列にご記載ください） 1 2 3 4

2 運用開始時期 　　　　〜2018年度 　　　　　　2019年度 　　　　　　2020年度 　　　　〜2018年度 　　　　　　2019年度 　　　　　　2020年度 　　　　〜2018年度 　　　　　　2019年度 　　　　　　2020年度 　　　　〜2018年度 　　　　　　2019年度 　　　　　　2020年度

　　　　都道府県全域　　　　　二次医療圏　　　　 　単独市町村 　　　　都道府県全域　　　　　二次医療圏　　　　 　単独市町村 　　　　都道府県全域　　　　　二次医療圏　　　　 　単独市町村 　　　　都道府県全域　　　　　二次医療圏　　　　 　単独市町村

　　　　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　） 　　　　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　） 　　　　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　） 　　　　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

4 参画する腎臓専門医数 　　　　4人未満　　　　　　　　　4人以上 　　　　4人未満　　　　　　　　　4人以上 　　　　4人未満　　　　　　　　　4人以上 　　　　4人未満　　　　　　　　　4人以上

5 連携の基準（専門医紹介基準2018に準拠，または地域の実情に応じた独自の基準を設定か）　　　　準拠　　　　　　　　 　　　独自 　　　　準拠　　　　　　　　 　　　独自 　　　　準拠　　　　　　　　 　　　独自 　　　　準拠　　　　　　　　 　　　独自

6 連携パスまたは連携様式の使用 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無

7 医師会との連携の有無と医師会の単位 　　　　有（　　　　　都道府県　　　　　郡市区）　　　　　　無 　　　　有（　　　　　都道府県　　　　　郡市区）　　　　　　無 　　　　有（　　　　　都道府県　　　　　郡市区）　　　　　　無 　　　　有（　　　　　都道府県　　　　　郡市区）　　　　　　無

8 医師会との連携の状況（先生自身の感覚で結構です） 　　　　良好　　　　　　　　　　　 不良　　　　　　　　　　　　不明 　　　　良好　　　　　　　　　　　 不良　　　　　　　　　　　　不明 　　　　良好　　　　　　　　　　　 不良　　　　　　　　　　　　不明 　　　　良好　　　　　　　　　　　 不良　　　　　　　　　　　　不明

9 行政との連携の有無と行政の単位 　　　　有（　　　　　都道府県　　　　　郡市区）　　　　　　無 　　　　有（　　　　　都道府県　　　　　郡市区）　　　　　　無 　　　　有（　　　　　都道府県　　　　　郡市区）　　　　　　無 　　　　有（　　　　　都道府県　　　　　郡市区）　　　　　　無

10 行政との連携の状況（先生自身の感覚で結構です） 　　　　良好　　　　　　　　　　　 不良　　　　　　　　　　　　不明 　　　　良好　　　　　　　　　　　 不良　　　　　　　　　　　　不明 　　　　良好　　　　　　　　　　　 不良　　　　　　　　　　　　不明 　　　　良好　　　　　　　　　　　 不良　　　　　　　　　　　　不明

11 糖尿病性腎症重症化予防プログラムとの連携の有無 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無

　　　　有（　　　看護師・保健師　　　管理栄養士　　　薬剤師　　　その他） 　　　　有（　　　看護師・保健師　　　管理栄養士　　　薬剤師　　　その他） 　　　　有（　　　看護師・保健師　　　管理栄養士　　　薬剤師　　　その他） 　　　　有（　　　看護師・保健師　　　管理栄養士　　　薬剤師　　　その他）

　　　　無 　　　　無 　　　　無 　　　　無

13 腎臓病療養指導士の参加 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無

　　　　有（団体名：　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　 　　　　有（団体名：　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　 　　　　有（団体名：　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　 　　　　有（団体名：　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　

　　　　無 　　　　無 　　　　無 　　　　無

15 連携実績（紹介・逆紹介）の定期的集計 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無

16
全体的評価（S:優れている、A:評価できる、適切である、B:やや改善を要する、C:改善を要す

る、F:不明）（先生自身の感覚で結構です）
　　　　S　　　　　　 A　　　　　　 B　　　　　　 C　　　　　　 F 　　　　S　　　　　　 A　　　　　　 B　　　　　　 C　　　　　　 F 　　　　S　　　　　　 A　　　　　　 B　　　　　　 C　　　　　　 F 　　　　S　　　　　　 A　　　　　　 B　　　　　　 C　　　　　　 F

17 連携の好事例、問題点その他（自由記載）

※個別の連携制度についての詳細項目調査（回答票2）

14 患者会との連携の有無、団体名

3 連携制度のカバーするエリア

12 多職種連携の有無（連携している職種、複数可）






























